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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
　（ｅ）前記シャフトアセンブリの長さに沿って長さ方向に並進し、これにより前記関節
運動セクションを選択的に剛化させるように動作可能である剛化部材と、を備え、
　前記剛化部材は、前記シャフトアセンブリ及び前記関節運動セクションの一部分の周り
に摺動可能に配設された崩壊式及び展開式管を備える、装置。
【請求項２】
　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
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　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
　（ｅ）前記シャフトアセンブリの長さに沿って長さ方向に並進し、これにより前記関節
運動セクションを選択的に剛化させるように動作可能である剛化部材と、を備え、
　前記関節運動セクションは、互いに枢動可能にリンクされた複数の連結器を備え、前記
剛化部材は、前記複数の連結器と選択的に係合し、それによって前記関節運動セクション
を剛化するように構成されている、装置。
【請求項３】
　前記剛化部材は、前記複数の連結器と選択的に係合するように構成された展開式及び圧
縮式アコーディオン様剛化部材を含む、請求項２に記載の装置。
【請求項４】
　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
　（ｅ）前記シャフトアセンブリの長さに沿って長さ方向に並進し、これにより前記関節
運動セクションを選択的に剛化させるように動作可能である剛化部材と、を備え、
　前記関節運動セクションが、互いに離間した複数の保持カラーを含み、
　前記剛化部材は、少なくとも１つの可撓性部材によって互いにリンクされた複数のフラ
ンジを備え、前記剛化部材は、各前記フランジが連続する前記保持カラー間の空間内に延
びる第１の位置と、前記可撓性部材が連続する前記保持カラーの間の空間内に延びる第２
の位置との間で並進可能である、装置。
【請求項５】
　前記複数のフランジのうちの各フランジは矩形の横断面形状を備える、請求項４に記載
の装置。
【請求項６】
　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
　（ｅ）前記シャフトアセンブリの長さに沿って長さ方向に並進し、これにより前記関節
運動セクションを選択的に剛化させるように動作可能である剛化部材と、を備え、
　前記剛化部材は、前記シャフトアセンブリ及び前記関節運動セクションの一部分の周り
に摺動可能に配設された剛化スリーブ部材を含み、前記剛化スリーブ部材は複数の突出部
を備え、前記複数の突出部は、前記関節運動セクションの少なくとも一部分と選択的に係
合し、それによって前記関節運動セクションを剛化するように構成されている、装置。
【請求項７】
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　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
　（ｅ）前記シャフトアセンブリの長さに沿って長さ方向に並進し、これにより前記関節
運動セクションを選択的に剛化させるように動作可能である剛化部材と、を備え、
　前記剛化部材は、少なくとも１つの可撓性部材によって互いにリンクされた複数のＣチ
ャネル部材を含み、前記複数のＣチャネル部材は、前記関節運動セクションの少なくとも
一部分と選択的に係合し、それによって前記関節運動セクションを剛化するように構成さ
れている、装置。
【請求項８】
　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
　（ｅ）前記シャフトアセンブリの長さに沿って長さ方向に並進し、これにより前記関節
運動セクションを選択的に剛化させるように動作可能である剛化部材と、を備え、
　前記剛化部材は少なくとも１対の重なり合う関節運動バンドを含み、前記重なり合う関
節運動バンドのうちの各関節運動バンドは複数の弱点を備え、前記重なり合う関節運動バ
ンドは互いに対して移動可能であって、選択的に前記弱点を整列させるか又は前記弱点を
ずらし、それによって前記剛化部材に可撓性又は剛性を付与する、装置。
【請求項９】
　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
　（ｅ）前記シャフトアセンブリの長さに沿って長さ方向に並進して、前記関節運動セク
ションの少なくとも一部分と選択的に係合し、それによって前記関節運動セクションを選
択的に剛化させるように動作可能である剛化部材と、を備え、
　前記関節運動セクションは複数の保持カラーを備え、前記剛化部材は、前記関節運動セ
クションの前記保持カラーと選択的に係合し、それによって前記関節運動セクションを剛
化するように動作可能である、装置。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
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　様々な手術器具が、組織を（例えば、組織細胞内のタンパク質を変性させることにより
）切断及び／又は封止するために超音波周波で振動するブレード要素を有するエンドエフ
ェクタを含む。これらの器具は、電力を超音波振動に変換する圧電素子を含んでおり、そ
れらの振動は音波導波管に沿ってブレード要素に伝達される。切断及び凝固の精度は、外
科医の技術、並びに電力レベル、ブレードエッジ、組織引張、及びブレード圧力を調節す
ることによって制御され得る。
【０００２】
　超音波外科用器具の例としては、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＡＣＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓ
ｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＷＡＶＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉ
ｃ　Ｓｈｅａｒｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＦＯＣＵＳ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　
Ｓｈｅａｒｓ、及びＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＳＹＮＥＲＧＹ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉ
ｃ　Ｂｌａｄｅｓが挙げられ、これらはいずれもＥｔｈｉｃｏｎ　Ｅｎｄｏ－Ｓｕｒｇｅ
ｒｙ，Ｉｎｃ．（Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，Ｏｈｉｏ）製である。かかる装置及び関連する
概念の更なる例は、以下の文献に開示されている：その開示が本明細書において参照によ
り組み込まれる、１９９４年６月２１日発行の「Ｃｌａｍｐ　Ｃｏａｇｕｌａｔｏｒ／Ｃ
ｕｔｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎ
ｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題された米国特許第５，３２２，０５５号、その開示が本明細書
において参照により組み込まれる、１９９９年２月２３日発行の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ
　Ｃｌａｍｐ　Ｃｏａｇｕｌａｔｏｒ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｉｍｐｒｏ
ｖｅｄ　Ｃｌａｍｐ　Ｍｅｃｈａｎｉｓｍ」と題された米国特許第５，８７３，８７３号
、その開示が本明細書において参照により組み込まれる、１９９７年１０月１０日出願の
「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｃｌａｍｐ　Ｃｏａｇｕｌａｔｏｒ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　Ｈ
ａｖｉｎｇ　Ｉｍｐｒｏｖｅｄ　Ｃｌａｍｐ　Ａｒｍ　Ｐｉｖｏｔ　Ｍｏｕｎｔ」と題さ
れた米国特許第５，９８０，５１０号、その開示が本明細書において参照により組み込ま
れる、２００１年１２月４日発行の「Ｂｌａｄｅｓ　ｗｉｔｈ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　
Ｂａｌａｎｃｅ　Ａｓｙｍｍｅｔｒｉｅｓ　ｆｏｒ　ｕｓｅ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏ
ｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題された米国特許第６，３２５
，８１１号、その開示が本明細書に参照により組み込まれる、２００４年８月１０日発行
の「Ｂｌａｄｅｓ　ｗｉｔｈ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｂａｌａｎｃｅ　Ａｓｙｍｍｅｔ
ｒｉｅｓ　ｆｏｒ　Ｕｓｅ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎ
ｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題された米国特許第６，７７３，４４４号、その開示が本明細書
に参照により組み込まれる、２００４年８月３１日発行の「Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｓｕｒｇｉ
ｃａｌ　Ｔｏｏｌ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｕｎｄ　Ｃａｕｔｅｒｉｚｉｎｇ　ａｎｄ
　Ｃｕｔｔｉｎｇ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ」と題された米国特許第６，７８３，５２４号
、その開示が本明細書に参照により組み込まれる、２０１３年６月１１日発行の「Ｒｏｔ
ａｔｉｎｇ　Ｔｒａｎｓｄｕｃｅｒ　Ｍｏｕｎｔ　ｆｏｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕ
ｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題された米国特許第８，４６１，７４４号、
その開示が本明細書に参照により組み込まれる、２０１３年１１月２６日発行の「Ｕｌｔ
ｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　Ｂｌａｄｅｓ」と題された
米国特許第８，５９１，５３６号、その開示が本明細書に参照により組み込まれる、２０
１４年１月７日発行の「Ｅｒｇｏｎｏｍｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ
ｓ」と題された米国特許第８，６２３，０２７号。
【０００３】
　超音波手術器具の更なる例は、以下に開示されている：その開示が本明細書に参照によ
り組み込まれる、２００６年４月１３日公開の「Ｔｉｓｓｕｅ　Ｐａｄ　ｆｏｒ　Ｕｓｅ
　ｗｉｔｈ　ａｎ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ」
と題された米国特許公開第２００６／００７９８７４号、その開示が本明細書に参照によ
り組み込まれる、２００７年８月１６日公開の、「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ
　ｆｏｒ　Ｃｕｔｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏａｇｕｌａｔｉｎｇ」と題された米国特許公開
第２００７／０１９１７１３号、その開示が本明細書に参照により組み込まれる、２００
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７年１２月６日公開の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｗａｖｅｇｕｉｄｅ　ａｎｄ　Ｂｌａｄ
ｅ」と題された米国特許公開第２００７／０２８２３３３号、その開示が本明細書に参照
により組み込まれる、２００８年８月２１日公開の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃ
ｅ　ｆｏｒ　Ｃｕｔｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏａｇｕｌａｔｉｎｇ」と題された米国特許公
開第２００８／０２００９４０号、その開示が本明細書に参照により組み込まれる、２０
１０年３月１８日公開の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ　ｆｏｒ　Ｆｉｎｇｅｒ
ｔｉｐ　Ｃｏｎｔｒｏｌ」と題された米国特許公開第２０１０／００６９９４０号。
【０００４】
　一部の超音波外科器具は、以下に開示されているもののようなコードレストランスデュ
ーサを含み得る：その開示が本明細書に参照により組み込まれる、２０１２年５月１０日
公開の「Ｒｅｃｈａｒｇｅ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｄｅｖｉｃｅｓ」
と題された米国特許公開第２０１２／０１１２６８７号、その開示が本明細書に参照によ
り組み込まれる、２０１２年５月１０日公開の「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎ
ｔ　ｗｉｔｈ　Ｃｈａｒｇｉｎｇ　Ｄｅｖｉｃｅｓ」と題された米国特許公開第２０１２
／０１１６２６５号、及び／又はその開示が本明細書に参照により組み込まれる、２０１
０年１１月５日出願の「Ｅｎｅｒｇｙ－Ｂａｓｅｄ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍ
ｅｎｔｓ」と題された米国特許出願第６１／４１０，６０３号。
【０００５】
　加えて、一部の超音波外科用器具は、関節運動シャフトセクション及び／又は屈曲性超
音波導波管を含み得る。かかる超音波外科用器具の例は、以下の文献に開示されている：
その開示が本明細書において参照により組み込まれる、１９９９年４月２７日発行の「Ａ
ｒｔｉｃｕｌａｔｉｎｇ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅ
ｎｔ」と題された米国特許第５，８９７，５２３号、その開示が本明細書において参照に
より組み込まれる、１９９９年１１月２３日発行の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｐｏｌｙｐ
　Ｓｎａｒｅ」と題された米国特許第５，９８９，２６４号、その開示が本明細書におい
て参照により組み込まれる、２０００年５月１６日発行の「Ａｒｔｉｃｕｌａｂｌｅ　Ｕ
ｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ」と題された米国特許第６
，０６３，０９８号、その開示が本明細書において参照により組み込まれる、２０００年
７月１８日発行の「Ａｒｔｉｃｕｌａｔｉｎｇ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａ
ｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ」と題された米国特許第６，０９０，１２０号、その開示が本
明細書において参照により組み込まれる、２００２年９月２４日発行の「Ａｃｔｕａｔｉ
ｏｎ　Ｍｅｃｈａｎｉｓｍ　ｆｏｒ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題
された米国特許第６，４５４，７８２号、その開示が本明細書において参照により組み込
まれる、２００３年７月８日発行の「Ａｒｔｉｃｕｌａｔｉｎｇ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ
　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｓｈｅａｒｓ」と題された米国特許第６，５８９，２００号、その
開示が本明細書において参照により組み込まれる、２００４年６月２２日発行の「Ｍｅｔ
ｈｏｄ　ａｎｄ　Ｗａｖｅｇｕｉｄｅｓ　ｆｏｒ　Ｃｈａｎｇｉｎｇ　ｔｈｅ　Ｄｉｒｅ
ｃｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　Ｖｉｂｒａｔｉｏｎｓ」と題された米国
特許第６，７５２，８１５号、２００６年１１月１４日発行の「Ａｒｔｉｃｕｌａｔｉｎ
ｇ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｓｈｅａｒｓ」と題された米国特許第７
，１３５，０３０号、その開示が本明細書において参照により組み込まれる、２００９年
１１月２４日発行の「Ｕｌｔｒａｓｏｕｎｄ　Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　
Ｈａｖｉｎｇ　ａ　Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｂｌａｄｅ」と題された米
国特許第７，６２１，９３０号、その開示が本明細書において参照により組み込まれる、
２０１４年１月２日公開の「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ｗｉｔｈ　Ａ
ｒｔｉｃｕｌａｔｉｎｇ　Ｓｈａｆｔｓ」と題された米国特許公開第２０１４／０００５
７０１号、その開示が本明細書において参照により組み込まれる、２０１４年１月２日公
開の「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ｗｉｔｈ　Ａｒｔｉｃｕｌａｔｉｎ
ｇ　Ｓｈａｆｔｓ」と題された米国特許公開第２０１４／００５７０３号、その開示が本
明細書において参照により組み込まれる、２０１４年４月２４日公開の「Ｆｌｅｘｉｂｌ
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ｅ　Ｈａｒｍｏｎｉｃ　Ｗａｖｅｇｕｉｄｅｓ／Ｂｌａｄｅｓ　ｆｏｒ　Ｓｕｒｇｉｃａ
ｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題された米国特許公開第２０１４／０１１４３３４号、
その開示が本明細書において参照により組み込まれる、２０１５年３月１９日公開の「Ｕ
ｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題された米国特許
公開第２０１５／００８０９２４号、及びその開示が本明細書に参照により組み込まれる
、２０１４年４月２２日出願の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｄｅｖｉｃ
ｅ　ｗｉｔｈ　Ａｒｔｉｃｕｌａｔｉｎｇ　Ｅｎｄ　Ｅｆｆｅｃｔｏｒ」と題された米国
特許出願第１４／２５８，１７９号。
【０００６】
　いくつかの手術器具及びシステムが作製され使用されてきたが、本発明者らよりも以前
に、添付の特許請求の範囲に記載する本発明を作製又は使用したものは存在しないと考え
られる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
　本明細書は、本技術を具体的に指摘し、かつ明確にその権利を特許請求する、特許請求
の範囲によって完結するが、本技術は、以下の特定の実施例の説明を添付図面と併せ読む
ことで、より良く理解されるものと考えられ、図面では、同様の参照符号は、同じ要素を
特定する。
【図１】例示的な超音波外科用器具の側面立面図を示す。
【図２】図１の外科用器具のシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの関節運動セクシ
ョンの斜視図を示す。
【図３】図２のシャフトアセンブリの関節運動セクションの分解斜視図を示す。
【図４】図２のシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの断面側面図を示す。
【図５】図２のシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの平面図を示す。
【図６Ａ】直線構成の図２のシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの断面平面図を示
す。
【図６Ｂ】関節運動構成の図２のシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの断面平面図
を示す。
【図７】図２のシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの部分分解斜視図を示す。
【図８】図２のシャフトアセンブリの遠位カラー及び駆動ケーブルの斜視図を示す。
【図９】図１の器具の関節運動制御アセンブリの部分分解斜視図を示す。
【図１０Ａ】図２のエンドエフェクタ及びシャフトアセンブリの遠位部分の側面立面図を
示し、エンドエフェクタのクランプアームは閉鎖位置にあり、外部シースは外部シース内
の構成要素を明らかにするために断面図で示されている。
【図１０Ｂ】図１０Ａのシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの側面立面図を示し、
クランプアームは部分的開放位置に移動している。
【図１０Ｃ】図１０Ａのシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの側面立面図を示し、
クランプアームは完全開放位置に移動している。
【図１１Ａ】離間姿勢にある例示的な構造的機構を有する、図２のシャフトアセンブリ及
びエンドエフェクタの修正版の上面図を示す。
【図１１Ｂ】図１１Ａの修正されたシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの上面図を
示し、図１１Ａの構造的機構は閉鎖姿勢にある。
【図１２】別の例示的な構造的機構を有する、図２のシャフトアセンブリ及びエンドエフ
ェクタの別の修正版の斜視図を示す。
【図１３Ａ】直線的構成にある図１２の修正されたシャフトアセンブリ及びエンドエフェ
クタの横断面上面図を示し、図１２の構造的機構は収縮している。
【図１３Ｂ】直線的構成にある図１２の修正されたシャフトアセンブリ及びエンドエフェ
クタの横断面上面図を示し、図１２の構造的機構は膨張している。
【図１３Ｃ】関節運動構成にある図１２の修正されたシャフトアセンブリ及びエンドエフ
ェクタの横断面上面図を示し、図１２の構造的機構は収縮している。
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【図１４】互いにリンクされた複数の連結器を有する、図２のシャフトアセンブリ及びエ
ンドエフェクタの別の修正版の上面図を示す。
【図１５Ａ】圧縮構成にある、図１４のシャフトアセンブリに組み込まれ得る更なる別の
例示的な構造的機構の上面図を示す。
【図１５Ｂ】展開構成にある図１５Ａの構造的機構の上面図を示す。
【図１６】直線構成にある図１４のシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタの上面図を
示し、圧縮構成にある図１５Ａの構造的機構が中に配置されている。
【図１７Ａ】直線構成にある図１４のシャフトアセンブリの詳細上面図を示し、圧縮構成
にある図１５Ａの構造的機構が中に配置されている。
【図１７Ｂ】直線構成にある図１４のシャフトアセンブリの詳細上面図を示し、展開構成
にある図１５Ａの構造的機構が中に配置されている。
【図１８Ａ】第１の回転位置にあり、図１５Ａの構造的機構のリンク機構と連結された、
図９の関節運動制御アセンブリの修正版の斜視図を示す。
【図１８Ｂ】図１８Ａのリンク機構を並進させるために第２の回転位置へと移動された、
図１８Ａの修正された関節運動制御アセンブリの斜視図を示す。
【図１９】図１４のシャフトアセンブリ及びエンドエフェクタに組み込まれ得る更なる別
の例示的な構造的機構の斜視図を示す。
【図２０】図１９の構造的機構の上面図を示す。
【図２１Ａ】直線構成にある図１４のシャフトアセンブリの詳細上面図を示し、図１９の
構造的機構がその中に第１の横方向位置に配置されている。
【図２１Ｂ】直線構成にある図１４のシャフトアセンブリの詳細上面図を示し、図１９の
構造的機構がその中に配置され、第２の横方向位置に移動されている。
【図２２】図２のシャフトアセンブリに組み込まれ得る更なる別の例示的な構造的機構の
上面図を示す。
【図２３Ａ】直線構成にある複数のリンク部材を有する図２のシャフトアセンブリの修正
版の詳細上面図を示し、図２２の構造的機構がその中に遠位側の長手方向位置に配置され
ている。
【図２３Ｂ】直線構成にある複数のリンク部材を有する図２３Ａの修正されたシャフトア
センブリの詳細上面図を示し、図２２の構造的機構がその中に配置され、近位側の長手方
向位置へと移動されている。
【図２３Ｃ】関節運動構成にある複数のリンク部材を有する図２３Ａの修正されたシャフ
トアセンブリの詳細上面図を示し、図２２の構造的機構がその中に近位側の長手方向位置
に配置されている。
【図２４】更なる別の例示的な構造的機構が中に配置されている、図２のシャフトアセン
ブリの別の修正版の斜視図を示す。
【図２５】図２４の構造的機構の上面図を示す。
【図２６】図２５の線２６－２６に沿った、図２４の補剛機構の横断面正面図を示す。
【図２７】図２４の補剛機構の例示的な別の横断面正面図を示す。
【図２８】図２４の修正されたシャフトアセンブリの横断面正面図を示し、図２４の構造
的機構がその中に配置されている。
【図２９Ａ】直線構成にある図２４の修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面上面図
を示し、図２４の構造的機構がその中に遠位側の長手方向位置に配置されている。
【図２９Ｂ】直線構成にある図２４の修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面上面図
を示し、図２４の構造的機構がその中に配置され、近位側の長手方向位置へと移動されて
いる。
【図２９Ｃ】関節運動構成にある図２４の修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面上
面図を示し、図２４の構造的機構がその中に近位側の長手方向位置に配置されている。
【図３０】図２のシャフトアセンブリに組み込まれ得る更なる別の例示的な構造的機構の
斜視図を示す。
【図３１】図３０の線３１－３１に沿った、図３０の剛化部材の横断面正面図を示す。



(8) JP 6896644 B2 2021.6.30

10

20

30

40

50

【図３２Ａ】直線構成にある図２のシャフトアセンブリの修正版の詳細横断面上面図を示
し、図３０の構造的機構がその周りで遠位側の長手方向位置に配置されている。
【図３２Ｂ】直線構成にある図３２Ａの修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面上面
図を示し、図３０の構造的機構がその周りに配置され、近位側の長手方向位置へと移動さ
れている。
【図３２Ｃ】関節運動構成にある図３２Ａの修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面
上面図を示し、図３０の構造的機構がその周りで近位側の長手方向位置に配置されている
。
【図３３】図２のシャフトアセンブリに組み込まれ得る更なる別の例示的な構造的機構の
斜視図を示す。
【図３４】図３３の構造的機構の側面図を示す。
【図３５】図３４の線３５－３５に沿った、図３３の構造的機構の横断面正面図を示す。
【図３６Ａ】直線構成にある図２のシャフトアセンブリの修正版の詳細横断面上面図を示
し、図３３の構造的機構がその周りで遠位側の長手方向位置に配置されている。
【図３６Ｂ】直線構成にある図３６Ａの修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面上面
図を示し、図３３の構造的機構がその周りに配置され、近位側の長手方向位置へと移動さ
れている。
【図３６Ｃ】関節運動構成にある図３６Ａの修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面
上面図を示し、図３３の構造的機構がその周りで近位側の長手方向位置に配置されている
。
【図３７Ａ】直線構成にある図３６Ａの修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面上面
図を示し、図３３の一対の構造的機構がその周りで遠位側の長手方向位置に配置されてい
る。
【図３７Ｂ】直線構成にある図３６Ａの修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面上面
図を示し、図３３の一対の構造的機構がその周りに配置され、近位側の長手方向位置へと
移動されている。
【図３８】図２のシャフトアセンブリに組み込まれ得る更なる別の例示的な構造的機構の
斜視図を示す。
【図３９Ａ】図２のシャフトアセンブリの詳細上面図を示し、図３８の構造的機構がその
シャフトアセンブリから離間されている。
【図３９Ｂ】図２のシャフトアセンブリの詳細上面図を示し、図３８の構造的機構がその
シャフトアセンブリの周りに配置されている。
【図４０Ａ】直線構成にある一対の例示的な構造的関節運動バンドを有する、図２のシャ
フトアセンブリの修正版の詳細横断面上面図を示す。
【図４０Ｂ】関節運動構成にある図４０Ａの修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面
上面図を示す。
【図４１】図４０Ａの修正されたシャフトアセンブリの関節運動バンドの側面立面図を示
す。
【図４２】図４０Ａの修正されたシャフトアセンブリの別の関節運動バンドの側面立面図
を示す。
【図４３Ａ】関節運動バンドの「弱点」が互いにずれている図４０Ａの関節運動バンドを
示す。
【図４３Ｂ】関節運動バンドの「弱点」が互いに整列された図４０Ａの関節運動バンドを
示す。
【図４４】更なる別の例示的な構造的機構を有する図２のシャフトアセンブリの修正版の
詳細横断面上面図を示す。
【図４５】更なる別の例示的な構造的機構を有する図２のシャフトアセンブリの修正版の
詳細横断面上面図を示す。
【図４６】更なる別の例示的な構造的機構を有する図２のシャフトアセンブリの修正版の
詳細横断面上面図を示す。
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【図４７Ａ】更なる別の例示的な構造的機構を有する、直線構成にある図２のシャフトア
センブリの修正版の詳細横断面上面図を示す。
【図４７Ｂ】関節運動構成にある図４７Ａの修正されたシャフトアセンブリの詳細横断面
上面図を示す。
【０００８】
　図面は、いかなる様式でも限定することを意図するものではなく、本技術の様々な実施
形態は、必ずしも図面に示されないものも含め、様々な他の方法で実施し得ることが企図
される。本明細書に組み込まれ、本明細書の一部を成す添付の図面は、本技術のいくつか
の態様を示しており、明細書と共に本技術の原理を説明するのに役立つものであるが、本
技術は、図示される厳密な配置構成に限定されないことが理解される。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本技術の特定の実施例に関する以下の説明は、本技術の範囲を限定するために用いられ
るべきではない。本技術の他の実施例、特徴、態様、実施形態、及び利点は、実例として
、本技術を実施するうえで想到される最良の態様の１つである以下の説明より当業者には
明らかとなろう。理解されるように、本明細書に述べられる技術は、いずれもその技術か
ら逸脱することなく、他の異なる明らかな態様が可能である。したがって、図面及び説明
は、限定的な性質のものではなく、例示的な性質のものとみなされるべきである。
【００１０】
　本明細書に述べられる教示、表現、実施形態、実施例などの任意の１つ以上のものを、
本明細書に述べられる他の教示、表現、実施形態、実施例などの任意の１つ以上のものと
組み合わせることができる点も更に理解されよう。したがって、以下に述べられる教示、
表現、実施形態、実施例などは、互いに対して分離して考慮されるべきではない。本明細
書の教示に照らして、本明細書の教示を組み合わせることができる様々な適切な方法が、
当業者には直ちに明らかとなろう。かかる改変例及び変形例は、特許請求の範囲内に含ま
れるものとする。
【００１１】
　本開示の明瞭さのために、「近位」及び「遠位」という用語は、本明細書では、外科用
器具の人間又はロボットの操作者に対して定義される。「近位」という用語は、外科用器
具の人間又はロボットの操作者により近く、かつ外科用器具の外科手術用エンドエフェク
タからより離れた要素の位置を指す。「遠位」という用語は、外科用器具の外科手術用エ
ンドエフェクタにより近く、かつ外科用器具の人間又はロボットの操作者からより離れた
要素の位置を指す。
【００１２】
　Ｉ．例示的な超音波外科用器具
　図１は、例示的な超音波外科用器具（１０）を示す。器具（１０）の少なくとも一部は
、本明細書で引用する様々な特許、特許出願公開、及び特許出願のうちのいずれかの教示
の少なくともいくつかに従って、構築され得、かつ動作可能であり得る。これらの文献中
に記載され、以下により詳細に記載されるように、器具（１０）は、実質的に同時に、組
織を切断し、組織（例えば、血管など）を封止又は溶接するように動作可能である。また
、器具（１０）が、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＡＣＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｈ
ｅａｒｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＷＡＶＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒ
ｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＦＯＣＵＳ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、
及び／又はＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＳＹＮＥＲＧＹ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｂｌ
ａｄｅｓとの様々な構造的及び機能的な類似性を有し得ることを理解されたい。更に、器
具（１０）は、本明細書で引用され参照することによって本明細書に組み込まれる他の参
考文献のうちのいずれかにおいて教示される装置との様々な構造的及び機能的な類似性を
有し得る。
【００１３】
　本明細書に引用される参考文献の教示、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＡＣＥ（登録商標）Ｕｌｔ
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ｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＷＡＶＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓ
ｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＦＯＣＵＳ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎ
ｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、及び／又はＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＳＹＮＥＲＧＹ（登録商標）Ｕｌｔ
ｒａｓｏｎｉｃ　Ｂｌａｄｅｓと、器具（１０）に関する以下の教示との間に何らかの重
複が存在する限りにおいて、本明細書のいかなる説明も、認められた従来技術と見なす意
図はない。本明細書のいくつかの教示は、実際に、本明細書に引用した参考文献の教示、
並びにＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＡＣＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、Ｈ
ＡＲＭＯＮＩＣ　ＷＡＶＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、ＨＡＲＭ
ＯＮＩＣ　ＦＯＣＵＳ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、及びＨＡＲＭ
ＯＮＩＣ　ＳＹＮＥＲＧＹ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｂｌａｄｅｓの範囲を超
えるであろう。
【００１４】
　本例の器具（１０）は、ハンドルアセンブリ（２０）と、シャフトアセンブリ（３０）
と、エンドエフェクタ（４０）とを備える。ハンドルアセンブリ（２０）は、ピストルグ
リップ（２４）と一対のボタン（２６）とを含む本体（２２）を備える。ハンドルアセン
ブリ（２０）は更に、ピストルグリップ（２４）に向かって、またピストルグリップ（２
４）から離れて旋回可能なトリガ（２８）を含む。しかしながら、はさみグリップ構成が
挙げられるがこれに限定されない様々なその他の好適な構成が使用され得ることを理解さ
れたい。エンドエフェクタ（４０）は、超音波ブレード（１６０）と、旋回クランプアー
ム（４４）と、を含む。クランプアーム（４４）はトリガ（２８）と連結され、その結果
、ピストルグリップ（２４）に向かうトリガ（２８）の旋回に応じて、クランプアーム（
４４）は超音波ブレード（１６０）に向かって旋回可能となり、また、クランプアーム（
４４）は、ピストルグリップ（２４）から離れるトリガ（２８）の旋回に応じて、超音波
ブレード（１６０）から離れて旋回可能となる。本明細書の教示を考慮すれば、クランプ
アーム（４４）をトリガ（２８）と連結することができる様々な好適な方法が、当業者に
明らかとなるであろう。いくつかの変形例では、１つ以上の弾性部材を使用して、クラン
プアーム（４４）及び／又はトリガ（２８）を図１に示す開放位置に付勢する。
【００１５】
　超音波トランスデューサアセンブリ（１２）は、ハンドルアセンブリ（２０）の本体（
２２）から近位に延在する。トランスデューサアセンブリ（１２）が発電機（１６）から
電力を受容するように、トランスデューサアセンブリ（１２）はケーブル（１４）を介し
て発電器（１６）と連結されている。トランスデューサアセンブリ（１２）の圧電素子は
、その電力を超音波振動に変換する。発電機（１６）は、電源、及びトランスデューサア
センブリ（１２）による超音波振動の生成に特に適したトランスデューサアセンブリ（１
２）に電力プロファイルを提供するように構成された制御モジュールを含んでもよい。ほ
んの一例として、発電機（１６）は、Ｅｔｈｉｃｏｎ　Ｅｎｄｏ－Ｓｕｒｇｅｒｙ，Ｉｎ
ｃ．（Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，Ｏｈｉｏ）により販売されているＧＥＮ　３００を含み得
る。更に又は代替として、発生器（１６）は、２０１１年４月１４日公開の「Ｓｕｒｇｉ
ｃａｌ　Ｇｅｎｅｒａｔｏｒ　ｆｏｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　ａｎｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏ
ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｄｅｖｉｃｅｓ」と題される米国特許公開第２０１１／００８７２１
２号の教示の少なくともいくつかに従って構築され得、その開示は、参照により本明細書
に組み込まれる。また、発電機（１６）の機能性の少なくとも一部を、ハンドルアセンブ
リ（２０）に組み入れることができ、またハンドルアセンブリ（２０）は、ケーブル（１
４）が省略されるように電池又はその他の搭載電源を更に含み得ることも理解されたい。
発生器（１６）が取り得るなお他の好適な形態、並びに発生器（１６）が提供し得る様々
な特徴及び動作性は、本明細書の教示を考慮すれば、当業者には明らかとなるであろう。
【００１６】
　Ａ．例示的なエンドエフェクタ及び音響ドライブトレーン
　図２～４で最もよく分かるように、本実施例のエンドエフェクタ（４０）は、クランプ
アーム（４４）と、超音波ブレード（１６０）と、を備える。クランプアーム（４４）は
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、ブレード（１６０）に面してクランプアーム（４４）の下側に固定されているクランプ
パッド（４６）を含む。クランプパッド（４６）は、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴ
ＦＥ）及び／又は任意のその他の好適な材料（複数可）を含み得る。クランプアーム（４
４）は、遠位外部シース（３３）の遠位部分内に固定的に取り付けられた上部遠位シャフ
ト要素（１７２）の遠位突出舌部（４３）に枢動可能に固定されている。クランプアーム
（４４）は、組織をクランプアーム（４４）とブレード（１６０）との間に選択的にクラ
ンプ固定するために、ブレード（１６０）に向かって及びそれから離れて選択的に枢動す
るように動作可能である。一対のアーム（１５６）は、クランプアーム（４４）から横方
向に延在し、遠位外部シース（３３）の遠位部分内に摺動可能に配設された、下部遠位シ
ャフト要素（１７０）に枢動可能に固定されている。
【００１７】
　図７～８で最もよく分かるように、ケーブル（１７４）は、下部遠位シャフト要素（１
７０）に固定されている。ケーブル（１７４）は、シャフトアセンブリ（３０）の関節運
動セクション（１３０）に対して長手方向に並進して、クランプアーム（４４）をブレー
ド（１６０）に向かって及びそれから離れて選択的に枢動するように動作可能である。具
体的には、ケーブル（１７４）がピストルグリップ（２４）に向かうトリガ（２８）の枢
動に応じて近位に並進し、かつこれによりクランプアーム（４４）がピストルグリップ（
２４）に向かうトリガ（２８）の枢動に応じてブレード（１６０）に向かって枢動するよ
うに、ケーブル（１７４）はトリガ（２８）と連結される。加えて、クランプアーム（４
４）がピストルグリップ（２４）から離れるトリガ（２８）の枢動に応じてブレード（１
６０）から離れて枢動するように、ケーブル（１７４）は、ピストルグリップ（２４）か
ら離れるトリガ（２８）の枢動に応じて遠位に並進する。クランプアーム（４４）が開放
位置に向かって付勢され得、その結果、（少なくとも場合によっては）オペレータは、ト
リガ（２８）での把持を解放することによってクランプアーム（４４）を効率的に開放し
得る。
【００１８】
　図７～８で示されるように、ケーブル（１７４）は、下部遠位シャフト要素（１７０）
の近位端に固定されている。下部遠位シャフト要素（１７０）は、半円形基部（１６８）
から延在する一対の遠位フランジ（１７１、１７３）を備える。フランジ（１７１、１７
３）は、各々、それぞれの開口部（１７５、１７７）を備える。クランプアーム（４４）
は、一対の内向きに延在する一体式ピン（４１、４５）を介して、下部遠位シャフト要素
（１７０）に回転可能に連結されている。ピン（４１、４５）は、クランプアーム（４４
）のアーム（１５６）から内向きに延在し、下部遠位シャフト要素（１７０）のそれぞれ
の開口部（１７５、１７７）内に回転可能に配設される。図１０Ａ～１０Ｃで示されるよ
うに、ケーブル（１７４）の長手方向の並進は、近位位置（図１０Ａ）と遠位位置（図１
０Ｃ）との間での下部遠位シャフト要素（１７０）の長手方向の並進をもたらす。下部遠
位シャフト要素（１７０）の長手方向の並進は、閉鎖位置（図１０Ａ）と開放位置（図１
０Ｃ）との間でのクランプアーム（４４）の回転をもたらす。
【００１９】
　本実施例のブレード（１６０）は、特に組織がクランプパッド（４６）とブレード（１
６０）との間で圧縮されるとき、組織を効率的に切り開き封止するために超音波周波数に
て振動するように動作可能である。ブレード（１６０）は、音響ドライブトレーンの遠位
端に位置付けられる。この音響ドライブトレーンは、トランスデューサアセンブリ（１２
）と、音響導波管（１８０）とを含む。音響導波管（１８０）は、可撓性部分（１６６）
を備える。トランスデューサアセンブリ（１２）は、導波管（１８０）のホーン（図示せ
ず）の近位に位置する、１組の圧電ディスク（図示せず）を含む。圧電ディスクは、電力
を超音波振動に変換し、続いて、既知の構成及び技術に従って、導波管（１８０）の可撓
性部分（１６６）を含む導波管（１８０）に沿ってブレード（１６０）に伝えるように動
作可能である。あくまで一例として、音響ドライブトレーンのこの部分は、本明細書に引
用される種々の参考文献の様々な教示に従って構成されてよい。
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【００２０】
　図３で最もよく分かるように、導波管（１８０）の可撓性部分（１６６）は、遠位フラ
ンジ（１３６）と、近位フランジ（１３８）と、フランジ（１３６、１３８）間に位置す
る狭窄化セクション（１６４）と、を含む。本実施例では、フランジ（１３６、１３８）
は、導波管（１８０）の可撓性部分（１６６）を介して伝達される共鳴超音波振動に関連
したノードに対応する位置に位置する。狭窄化セクション（１６４）は、導波管（１８０
）の可撓性部分（１６６）の超音波振動を伝達する能力に顕著な影響を与えることなく導
波管（１８０）の可撓性部分（１６６）が屈曲することを可能にするように構成されてい
る。ほんの一例として、狭窄化セクション（１６４）は、その開示が本明細書において参
照することにより組み込まれる、米国特許公開第２０１４／０００５７０１号、及び／又
は米国特許公開第２０１４／０１１４３３４号の１つ以上の教示により構成することがで
きる。導波管（１８０）は、導波管（１８０）を通って伝達される機械的振動を増幅する
ように構成することができることを理解されたい。更に、導波管（１８０）は、長手方向
の振動のゲインを導波管（１８０）に沿って制御するように動作可能な特徴部、及び／又
は導波管（１８０）をシステムの共振周波数に同調させる特徴部を含み得る。導波管（１
８０）がトランスデューサアセンブリ（１２）と機械的かつ音響的に連結され得る様々な
好適な方法が、当業者には本明細書の教示を鑑みれば明らかとなろう。
【００２１】
　本実施例では、ブレード（１６０）の遠位端は、音響アセンブリが組織によって負荷さ
れていないときに音響アセンブリを好ましい共鳴周波数ｆ０に調整するために、導波管（
１８０）の可撓性部分（１６６）を介して伝達される共鳴超音波振動に関連した波腹に対
応する位置に位置する。トランスデューサアセンブリ（１２）が通電されるとき、ブレー
ド（１６０）の遠位端は、例えば、ピーク間で約１０～５００マイクロメートル、一部の
実例では、例えば５５．５ｋＨｚなど既定の振動周波数ｆｏにて約２０～約２００マイク
ロメートルの範囲で長手方向に移動するように構成されている。本実施例のトランスデュ
ーサアセンブリ（１２）が起動されると、これらの機械的な振動が導波管（１８０）を通
じて伝達されてブレード（１６０）に到達し、その結果、共鳴超音波周波数でのブレード
（１６０）の振動が得られる。このため、ブレード（１６０）とクランプパッド（４６）
との間に組織が固定されると、ブレード（１６０）の超音波振動が、組織の切断と、隣接
した組織細胞内のタンパク質の変性とを同時に行い、それにより比較的小さい熱拡散で凝
固効果が提供される。いくつかの変形例では、更に組織を焼灼させるためにブレード（１
６０）及びクランプアーム（４４）を通して電流も供給され得る。音波伝達アセンブリ及
びトランスデューサアセンブリ（１２）の一部の構成について説明してきたが、音波伝達
アセンブリ及びトランスデューサアセンブリ（１２）の更に他の好適な構成が、本明細書
の教示を考慮すれば当業者には明らかとなるであろう。同様に、本明細書の教示を考慮す
ることで、エンドエフェクタ（４０）の他の好適な構成も、当業者に明らかとなるであろ
う。
【００２２】
　Ｂ．例示的なシャフトアセンブリ及び関節運動セクション
　本実施例のシャフトアセンブリ（３０）は、ハンドルアセンブリ（２０）から遠位に延
在する。図２～７で示されるように、シャフトアセンブリ（３０）は、クランプアーム（
４４）駆動機構及び上述の音響伝送機構を囲む、遠位外部シース（３３）及び近位外部シ
ース（３２）を含む。シャフトアセンブリ（３０）は、シャフトアセンブリ（３０）の遠
位部分に位置する関節運動セクション（１３０）を更に含み、エンドエフェクタ（４０）
は関節運動セクション（１３０）に対して遠位に位置する。図１に示されるように、ノブ
（３１）は、近位外部シース（３２）の近位部分に固定されている。シャフトアセンブリ
（３０）が、ハンドルアセンブリ（２０）に対して、外部シース（３２）により画定され
る長手方向軸の周囲を回転可能であるように、ノブ（３１）は、本体（２２）に対して回
転可能である。かかる回転は、エンドエフェクタ（４０）、関節運動セクション（１３０
）、及びシャフトアセンブリ（３０）の一体的回転を提供し得る。当然のことながら、回
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転可能な機構は、所望により、単に省略されてもよい。
【００２３】
　関節運動セクション（１３０）は、外部シース（３２）により画定される長手方向軸に
対して様々な横方向偏向角度にてエンドエフェクタ（４０）を選択的に位置付けるように
動作可能である。関節運動セクション（１３０）は、様々な形態を採ることができる。ほ
んの一例として、関節運動セクション（１３０）は、本明細書において参照することによ
り組み込まれる米国特許公開第２０１２／００７８２４７号の１つ以上の教示に従って構
成することができる。別の単なる例証的な実施例として、関節運動セクション（１３０）
は、本明細書において参照することにより組み込まれる米国特許公開第２０１４／０００
５７０１号、及び／又は米国特許公開第２０１４／０１１４３３４号の１つ以上の教示に
従って構成することができる。本明細書の教示を考慮することで、関節運動セクション（
１３０）が採り得る様々な他の好適な形態が、当業者に明らかとなるであろう。
【００２４】
　図２～６Ｂで最もよく分かるように、この実施例の関節運動セクション（１３０）は、
一組の３つの保持カラー（１３３）及び一対のリブ付き本体部分（１３２、１３４）を備
え、一対の関節運動バンド（１４０、１４２）が保持カラー（１３３）の内表面とリブ付
き本体部分（１３２、１３４）の外表面との間で画定されるそれぞれのチャネル（１３５
、１３７）に沿って延在する。リブ付き本体部分（１３２、１３４）は、導波管（１８０
）の可撓性部分（１６６）のフランジ（１３６、１３８）間に長手方向に位置付けられる
。いくつかの変形例では、リブ付き本体部分（１３２、１３４）は、導波管（１８０）の
可撓性部分（１６６）の周囲で共にスナップ嵌めされる。関節運動セクション（１３０）
が関節運動状態を達成するために屈曲する場合、リブ付き本体部分（１３２、１３４）は
導波管（１８０）の可撓性部分（１６６）で屈曲するように構成されている。
【００２５】
　図３は、リブ付き本体部分（１３２、１３４）をより詳細に示す。本実施例では、リブ
付き本体部分（１３２、１３４）は、可撓性プラスチック材料から形成されるが、任意の
他の好適な材料が使用され得ることを理解されたい。リブ付き本体部分（１３２）は、リ
ブ付き本体部分（１３２）の横方向屈曲を促進するように構成されている、一組の３つの
リブ（１５０）を含む。当然のことながら、任意の他の好適な数のリブ（１５０）が設け
られてもよい。リブ付き本体部分（１３２）はまた、関節運動バンド（１４０）をリブ付
き本体部分（１３２）に対して摺動可能にしながら、関節運動バンド（１４０）を受容す
るように構成されている、チャネル（１３５）を画定する。同様に、リブ付き本体部分（
１３４）は、リブ付き本体部分（１３４）の横方向屈曲を促進するように構成されている
、一組の３つのリブ（１５２）を含む。当然のことながら、任意の他の好適な数のリブ（
１５２）が設けられてもよい。リブ付き本体部分（１３４）はまた、関節運動バンド（１
４２）をリブ付き本体部分（１４２）に対して摺動可能にしながら、関節運動バンド（１
３７）を受容するように構成されている、チャネル（１３７）を画定する。
【００２６】
　図５で最もよく分かるように、リブ付き本体部分（１３２、１３４）は、関節運動バン
ド（１４０、１４２）と導波管（１８０）の可撓性部分（１６６）との間に横方向に介在
する。リブ付き本体部分（１３２、１３４）は、導波管（１８０）に接触せずに導波管（
１８０）の可撓性部分（１６６）を収容するように寸法決めされる内部通路を共に画定す
るように、互いに嵌合する。加えて、リブ付き本体部分（１３２、１３４）が互いに連結
されると、リブ付き本体部分（１３２、１３４）内に形成される一対の相補的な遠位ノッ
チ（１３１Ａ、１３１Ｂ）が整列して、遠位外部シース（３３）の内向きに突出する一対
の弾性タブ（３８）を受容する。タブ（３８）とノッチ（１３１Ａ、１３１Ｂ）との間の
この係合は、遠位外部シース（３３）に対してリブ付き本体部分（１３２、１３４）を長
手方向に固定する。同様に、リブ付き本体部分（１３２、１３４）が互いに連結されると
、リブ付き本体部分（１３２、１３４）内に形成される一対の相補的な近位ノッチ（１３
９Ａ、１３９Ｂ）が整列して、近位外部シース（３２）の内向きに突出する一対の弾性タ
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ブ（３７）を受容する。タブ（３７）とノッチ（１３９Ａ、１３９Ｂ）との間のこの係合
は、近位外部シース（３２）に対してリブ付き本体部分（１３２、１３４）を長手方向に
固定する。当然のことながら、任意の他の好適な種類の機構を使用して、リブ付き本体部
分（１３２、１３４）を近位外部シース（３２）及び／又は遠位外部シース（３３）に連
結してもよい。
【００２７】
　関節運動バンド（１４０、１４２）の遠位端は、上部遠位シャフト要素（１７２）に一
体的に固定されている。関節運動バンド（１４０、１４２）が長手方向反対向きに並進す
るとき、これは、関節運動セクション（１３０）を屈曲させ、それによって、エンドエフ
ェクタ（４０）を、図６Ａに示される直線構成から図６Ｂに示される関節運動構成に、シ
ャフトアセンブリ（３０）の長手方向軸から離れて横方向に偏向させる。特に、エンドエ
フェクタ（４０）は、近位に引かれる関節運動バンド（１４０、１４２）の方に関節運動
されることになる。かかる関節運動中、他方の関節運動バンド（１４０、１４２）は、上
部遠位シャフト要素（１７２）によって遠位に引かれることになる。あるいは、他方の関
節運動バンド（１４０、１４２）は、関節運動制御によって遠位に駆動されてもよい。リ
ブ付き本体部分（１３２、１３４）及び狭窄化セクション（１６４）は全て、エンドエフ
ェクタ（４０）の上記の関節運動に対応するのに十分に可撓性である。更に、可撓性音響
導波管（１６６）は、関節運動セクション（１３０）が、図６Ｂに示されるような関節運
動状態にあるときでも、導波管（１８０）からブレード（１６０）に超音波振動を効率的
に伝達するように構成されている。
【００２８】
　図３で最もよく分かるように、導波管（１８０）の各フランジ（１３６、１３８）は、
それぞれの対の対向する平面（１９２、１９６）を含む。平面（１９２、１９６）は、可
撓性部分（１６６）の狭窄化セクション（１６４）を通って延在する垂直面に平行である
垂直面に沿って配向されている。平面（１９２、１９６）は、関節運動バンド（１４０、
１４２）のための隙間を提供するように構成されている。具体的には、近位フランジ（１
３８）の平面（１９６）は、近位フランジ（１３８）と近位外部シース（３２）の内径と
の間に関節運動バンド（１４０、１４２）を収容し、一方、遠位フランジ（１３６）の平
面（１９２）は、遠位フランジ（１３６）と遠位外部シース（３３）の内径との間に関節
運動バンド（１４０、１４２）を収容する。当然のことながら、平面（１９２、１９６）
は、任意の好適な種類の断面（例えば、正方形、平面、円形など）を有する、スロット、
チャネルなどが挙げられるがこれらに限定されない様々な機構で置き換えることができる
。本実施例では、平面（１９２、１９６）は切削法で形成されるが、任意のその他の好適
な方法を使用し得ることを理解されたい。本明細書の教示を考慮することで、平面（１９
２、１９６）を形成する種々の好適な代替構成及び方法が当業者に明らかとなるであろう
。また、導波管（１８０）は、その開示が本明細書において参照することにより組み込ま
れる、２０１３年４月２３日出願の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ　ｆｏｒ　Ｃ
ｕｔｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏａｇｕｌａｔｉｎｇ」と題される米国特許公開第２０１３／
０２８９５９２号の少なくともいくらかの教示に従って形成される平面を含み得ることを
理解されたい。
【００２９】
　本実施例では、外側リング（１３３）は、３つのリング（１３３）が３つのリブ（１５
０、１５２）に対して設けられるように、リブ（１５０、１５２）に対応する長手方向位
置に位置付けられる。関節運動バンド（１４０）は、リング（１３３）とリブ付き本体部
分（１３２）との間のチャネル（１３５）内に横方向に介在し、一方、関節運動バンド（
１４２）は、リング（１３３）とリブ付き本体部分（１３４）との間のチャネル（１３７
）内に横方向に介在する。リング（１３３）は、特に関節運動セクション（１３０）が（
例えば、図６Ｂに示される構成のような）屈曲構成にあるとき、関節運動バンド（１４０
、１４２）を平行関係に維持するように構成されている。換言すれば、関節運動バンド（
１４０）が、屈曲した関節運動セクション（１３０）によって呈される曲線形状の内径上
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にあるとき、リング（１３３）は、関節運動バンド（１４０）が、関節運動バンド（１４
２）が沿う曲線状経路を補完する曲線状経路に沿うように、関節運動バンド（１４０）を
保持することができる。チャネル（１３５、１３７）は、リング（１３３）がリブ付き本
体部分（１５０、１５２）に固定されている状態でも、関節運動バンド（１４０、１４２
）が関節運動セクション（１３０）を通って依然として自由に摺動することができるよう
に、それぞれの関節運動バンド（１４０、１４２）を収容するように寸法決めされること
を理解されたい。リング（１３３）は、締まり嵌め、接着、溶接などが挙げられるがこれ
らに限定されない様々な方法で、リブ付き本体部分（１３２、１３４）に固定され得るこ
とも理解されたい。
【００３０】
　関節運動バンド（１４０、１４２）が長手方向反対向きに並進するとき、モーメントが
生まれ、上部遠位シャフト要素（１７２）を介して遠位外部シース（３３）の遠位端に適
用される。これによって、関節運動バンド（１４０、１４２）中の軸方向の力を導波管（
１８０）に伝えることなく、導波管（１８０）の可撓性部分（１６６）の関節運動セクシ
ョン（１３０）及び狭窄化セクション（１６４）を関節運動させる。一方の関節運動バン
ド（１４０、１４２）は、能動的に遠位に駆動され得るが、他方の関節運動バンド（１４
０、１４２）は、受動的に近位に後退可能であることを理解されたい。別の単なる例示的
な例として、一方の関節運動バンド（１４０、１４２）は、能動的に近位に駆動され得る
が、他方の関節運動バンド（１４０、１４２）は、受動的に遠位に前進可能である。更に
別の単なる例示的な例として、一方の関節運動バンド（１４０、１４２）は、能動的に遠
位に駆動され得、他方の関節運動バンド（１４０、１４２）は、能動的に近位に駆動され
る。本明細書の教示を考慮することで、関節運動バンド（１４０、１４２）が駆動され得
る様々な好適な方法が当業者に明らかとなるであろう。
【００３１】
　図９で最もよく分かるように、関節運動制御アセンブリ（１００）は、外部シース（３
２）の近位部分に固定されている。関節運動制御アセンブリ（１００）は、ハウジング（
１１０）と、回転ノブ（１２０）と、を備える。ハウジング（１１０）は、垂直に交差す
る一対の円筒形部分（１１２、１１４）を備える。ノブ（１２０）は、ノブ（１２０）が
ハウジング（１１０）の円筒形部分（１１２）内で回転するように動作可能であるように
、ハウジング（１１０）の第１の中空円筒形部分（１１２）内に回転可能に配設されてい
る。シャフトアセンブリ（３０）は、第２の円筒形部分（１１４）内に摺動可能かつ回転
可能に配設されている。シャフトアセンブリ（３０）は一対の並進可能部材（１６１、１
６２）を備え、これらは両方とも、外部シース（３２）の近位部分を通って摺動可能に長
手方向に延びる。並進可能部材（１６１、１６２）は、遠位位置と近位位置との間の第２
の円筒形部分（１１４）内で長手方向に並進可能である。並進可能部材（１６１、１６２
）は、並進可能部材（１６１）の長手方向の並進が関節運動バンド（１４０）の長手方向
の並進をもたらすように、また並進可能部材（１６２）の長手方向の並進が関節運動バン
ド（１４２）の長手方向の並進をもたらすように、それぞれの関節運動バンド（１４０、
１４２）と機械的に連結されている。
【００３２】
　ノブ（１２０）は、ノブ（１２０）の底面から下方に延在する一対のピン（１２２、１
２４）を備える。ピン（１２２、１２４）はハウジング（１１０）の第２の円筒形部分（
１１４）内に延在し、並進可能部材（１６１、１６２）の上面に形成されるそれぞれの対
のチャネル（１６３、１６４）内に回転可能かつ摺動可能に配設される。チャネル（１６
３、１６４）は、ノブ（１２０）の回転軸の対向する側に位置付けられ、これにより、そ
の軸の周囲でのノブ（１２０）の回転は、並進可能部材（１６１、１６２）の対向する長
手方向の並進をもたらす。例えば、第１の方向へのノブ（１２０）の回転は、並進可能部
材（１６１）及び関節運動バンド（１４０）の遠位長手方向の並進、並びに並進可能部材
（１６２）及び関節運動バンド（１４２）の近位長手方向の並進をもたらし、第２の方向
へのノブ（１２０）の回転は、並進可能部材（１６１）及び関節運動バンド（１４０）の
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近位長手方向の並進、並びに並進可能部材（１６２）及び関節運動バンド（１４２）の遠
位長手方向の並進をもたらす。したがって、回転ノブ（１２０）の回転は、関節運動セク
ション（１３０）の関節運動をもたらすことを理解されたい。
【００３３】
　関節運動制御アセンブリ（１００）のハウジング（１１０）は、第１の円筒形部分（１
１２）の内表面から内向きに延在する一対の止めねじ（１１１、１１３）を備える。ノブ
（１２０）が、ハウジング（１１０）の第１の円筒形部分（１１２）内に回転可能に配設
されており、止めねじ（１１１、１１３）は、ノブ（１２０）内に形成された一対の弓状
チャネル（１２１、１２３）内に摺動可能に配設される。したがって、ノブ（１２０）の
回転はチャネル（１２１、１２３）内の止めねじ（１１１、１１３）の移動により制限さ
れることを理解されたい。また、止めねじ（１１１、１１３）は、ハウジング（１１０）
内にノブ（１２０）を保持して、ノブ（１２０）がハウジング（１１０）の第１の円筒形
部分（１１２）内で垂直に移動することを防止する。
【００３４】
　ハウジング（１１０）の第１の円筒形部分（１１２）の内面は、第１の円筒形部分（１
１２）の内表面内に形成される第１の歯群角度付き配列（angular array of teeth）（１
１６）及び第２の歯群角度付き配列（１１８）を備える。回転ノブ（１２０）は、戻り止
めの関係で第１の円筒形部分（１１２）の歯群（１１６、１１８）に係合して、これによ
り、ノブ（１２０）を特定の回転位置に選択的に係止するように構成されている、一対の
外方に延在する係合部材（１２６、１２８）を備える。係合部材（１２６、１２８）と歯
群（１１６、１１８）との係合は、使用者がノブ（１２０）に十分な回転力を適用するこ
とにより排され得るが、かかる力がない場合、この係合は、関節運動セクション（１３０
）の直線構成又は関節運動構成を維持するのに十分である。したがって、ノブ（１２０）
を特定の回転位置に選択的に係止する能力により、操作者は、外部シース（３２）により
画定される長手方向軸に対して特定の偏向位置に、関節運動セクション（１３０）を選択
的に係止することができることを理解されたい。
【００３５】
　器具（１０）のいくつかの変形例では、シャフトアセンブリ（３０）が直線（関節運動
ではない）構成にある場合、シャフトアセンブリ（３０）の関節運動セクション（１３０
）は、シャフトアセンブリ（３０）の長手方向軸に対して最大約１５°～約３０°の関節
運動角度を達成するように動作可能である。あるいは、関節運動セクション（１３０）は
、任意の他の好適な関節運動角度を達成するように動作可能であってもよい。
【００３６】
　器具（１０）のいくつかの変形例では、導波管（１８０）の狭窄化セクション（１６４
）は、約０．２５ｍｍ～約０．５１ｍｍ（約０．０１インチ～約０．０２インチ）の厚さ
を有する。あるいは、狭窄化セクション（１６４）は、任意の他の好適な厚さを有しても
よい。またいくつかの変形例では、狭窄化セクション（１６４）は、約１０．２ｍｍ～約
１６．５ｍｍ（約０．４インチ～約０．６５インチ）の長さを有する。あるいは、狭窄化
セクション（１６４）は、任意の他の好適な長さを有してもよい。また、狭窄化セクショ
ン（１６４）に出入りする導波管（１８０）の推移領域は、四半円状、先細であってもよ
いし、又は任意の他の好適な形状を有してもよいことを理解されたい。
【００３７】
　器具（１０）のいくつかの変形例では、フランジ（１３６、１３８）はそれぞれ、約２
．５４ｍｍ～約５．０８ｍｍ（約０．１インチ～約０．２インチ）の長さを有する。ある
いは、フランジ（１３６、１３８）は、任意の他の好適な長さを有してもよい。また、フ
ランジ（１３６）の長さはフランジ（１３８）の長さと異なっていてもよいことを理解さ
れたい。またいくつかの変形例では、フランジ（１３６、１３８）はそれぞれ、約４．４
５ｍｍ～約５．０８ｍｍ（約０．１７５インチ～約０．２インチ）の直径を有する。ある
いは、フランジ（１３６、１３８）は、任意の他の好適な外径を有してもよい。また、フ
ランジ（１３６）の外径はフランジ（１３８）の外径と異なっていてもよいことを理解さ
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れたい。
【００３８】
　上記の例示的な寸法は上述の器具（１０）の文脈において示されているが、同じ寸法が
、本明細書で説明する他の実施例のいずれにおいても使用することができることを理解さ
れたい。上記の例示的な寸法は、単なる任意であることも理解すべきである。任意の他の
好適な寸法が、使用されてもよい。
【００３９】
　ＩＩ．例示的な代替的シャフトアセンブリ
　器具（１０）のいくつかの変形例では、関節運動セクション（１３０）に選択的に剛性
を付与するように構成された機構を提供することが望ましくなり得る。例えば、製造許容
差、設計の限界、材料の限界、及び／又は他の要因など、様々な要因により、関節運動セ
クション（１３０）のいくつかの変形例は、所与の位置に比較的固定されているにもかか
わらず、関節運動セクションの何らかの「遊び」又は他の小さな動きを受けやすくなるこ
とがあり、したがって関節運動セクション（１３０）は完全に剛性ではない。特に、関節
運動セクション（１３０）が直線状の非関節運動構成にあるとき、関節運動セクション（
１３０）におけるそのような遊びを低減又は排除することが望ましくなり得る。したがっ
て、関節運動セクション（１３０）を選択的に剛化するための機構が設けられてもよい。
関節運動セクション（１３０）に剛性を選択的に付与するように、かつ／又はエンドエフ
ェクタ（４０）の偶発的撓曲を制限若しくは防止するように構成された機構の様々な例に
ついて、以下で更に詳細に説明することにする。本明細書の教示を考慮することで他の例
が当業者には明らかとなるであろう。以下に説明するシャフトアセンブリ及び／又は関節
運動セクションの実施例は、上で述べられるシャフトアセンブリ（３０）と実質的に同様
に機能することができることを理解すべきである。
【００４０】
　また、関節運動セクション（１３０）は、以下で説明する機構を含むように修正される
前にも、やはり少なくとも幾分か剛性であり得、したがって、以下で説明する機構は実際
に、さもなければ剛性でない関節運動セクション（１３０）に剛性を導入するのではなく
、単に関節運動セクション（１３０）の剛性を増大させるものであることを理解されたい
。例えば、以下で説明する機構の非存在下における関節運動セクション（１３０）は、直
線又は関節運動構成を実質的に維持するよう十分に剛性であり得るが、それでも、関節運
動セクション（１３０）の既に存在する剛性が向上され得るように、約１ｍｍ又はその数
分の１の「遊び」を設けてもよい。したがって、「剛性を付与する」及び「剛性の付与」
などの用語は、ある程度既に存在する剛性を単に増大させることを含むと理解されたい。
「剛性を付与する」及び「剛性の付与」という用語は、必ずしも、剛性が「付与される」
前に関節運動セクション（１３０）が剛性を完全に欠いていることを必要とすると読まれ
るべきではない。
【００４１】
　Ａ．例示的な崩壊式及び展開式剛化部材
　図１１Ａ及び１１Ｂは、崩壊式及び展開式管（２００）を上に追加された、上述した器
具（１０）のシャフトアセンブリ（３０）を示す。以下で更に詳細に説明するように、管
（２００）は、関節運動セクション（１３０）に選択的に剛性を付与するように、かつ／
又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するよう
に機能し得る。本例の管（２００）は、関節運動セクション（１３０）を含めて、シャフ
トアセンブリ（３０）の周りに配設された複数の環状部材（２０２）を備える。以下で更
に詳細に説明するように、環状部材（２０２）は、展開構成（図１１Ａ）と崩壊構成（図
１１Ｂ）との間で互いに対してシャフトアセンブリ（３０）の長さに沿って長手方向に並
進可能である。以下で更に詳細に説明するように、崩壊構成では、環状部材（２０２）は
、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与するように、かつ／又は外部シース（３２
）対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように機能し得る。
【００４２】
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　管（２００）の最遠位リング形状部材（２０２Ａ）は、関節運動セクション（１３０）
の遠位側に、シャフトアセンブリ（３０）の遠位外部シース（３３）の外表面に固定され
ている。外部シース（２００）の環状部材（２０２）の残りは、関節運動セクション（１
３０）を含めて、シャフトアセンブリ（３０）の周りに摺動可能に配設され、そのため、
環状部材（２０２）は互いに対してシャフトアセンブリ（３０）の長さに沿って並進可能
となる。図１１Ａに示すように、展開構成にあるとき、環状部材（２０２）は、関節運動
セクション（１３０）の周りに配置されているが、互いから離間されている。連続する環
状部材（２０２）の間の空隙は、関節運動セクション（１３０）が屈曲して、それによっ
て外部シース（３２）の長手方向軸に対してエンドエフェクタ（４０）を撓曲させること
を可能にする。図１１Ｂに示すように、環状部材（２０２）は、崩壊構成へと、最遠位リ
ング形状部材（２０２Ａ）に向かって遠位側に並進され得る。崩壊構成において、環状部
材（２０２）は互いに当接して、実質的に連続する剛性の管状部材を形成する。環状部材
（２０２）が崩壊構成において互いに当接するため、環状部材（２０２）は、関節運動セ
クション（１３０）に剛性を付与するように、かつ／又は外部シース（３２）対するエン
ドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように機能する。ユーザが次いでエンドエ
フェクタ（４０）を撓曲させることを望む場合、環状部材（２０２）は、関節運動セクシ
ョン（１３０）を屈曲させるために、再び展開構成に移動され得る。
【００４３】
　環状部材（２０２）は直接的に（例えば、環状部材（２０２）のうちの１つ以上を直接
把持することなどによって）又は器具（１０）に付加的な関節運動機構を設けることによ
って移動され得ることを理解されたい。例えば、器具（１０）のハンドルアセンブリ（２
０）には、環状部材（２０２）の並進を独立して又は同時に引き起こすように動作可能で
ある摺動式アクチュエータが設けられてもよい。崩壊構成にあるときの管（２００）の構
造統合性を改善するように構成された付加的な機構が管（２００）に設けられてもよいこ
とを更に理解されたい。例えば、環状部材（２０２）は、崩壊構成にあるときに環状部材
（２０２）が互いに更に係合することを可能にするように構成された、嵌合する突出部及
び凹部又はスロットを設けてもよい。それに加えて又はそれに代わって、環状部材（２０
２）は、崩壊構成にあるときに環状部材（２０２）が互いに更に係合することを可能にす
るように構成された、嵌合するピン及びピンホールを設けてもよい。
【００４４】
　また、環状部材（２０２）はワイヤ、ケーブル、又はその他の種類の可撓性部材によっ
て互いに係留されてもよいことを理解されたい。そのような変形例では、最近位の環状部
材（２０２）が図１１Ｂに示す位置から図１１Ａに示す位置へと近位側に引っ張られると
き、そのような係留は、最近位の環状部材（２０２）から環状部材（２０２）の残りへと
近位側への運動を伝達し、それによって図１１Ｂに示す位置から図１１Ａに示す位置へと
近位側の部材の残りを引っ張る。そのような係留は、図１１Ａに示す間隔をもたらすよう
に選択された長さを有すると同時に、図１１Ｂに示す位置に環状部材（２０２）を到達さ
せるように可撓性を有してもよい。環状部材（２０２）が構成され、作動され、互いに連
結され得る様々な好適な方式が、本明細書の教示を鑑みれば当業者には明らかとなろう。
【００４５】
　Ｂ．例示的な膨張式及び収縮式剛化部材
　図１２～１３Ｃは、膨張式及び収縮式バルーン（２２０）が固定された、上述した器具
（１０）のシャフトアセンブリ（３０）を示す。以下で更に詳細に説明するように、バル
ーン（２２０）は、関節運動セクション（１３０）に選択的に剛性を付与するように、か
つ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止する
ように機能し得る。本例のバルーン（２２０）は、関節運動セクション（１３０）を含め
て、シャフトアセンブリ（３０）の周りに配設された複数の管状本体（２２２）を備える
。外部シース（３０）の外表面に隣接してシャフトアセンブリ（３０）の長さに沿って延
びる管（２２４）を介して、流体が管状本体（２２２）に供給される。以下で更に詳細に
説明するように、バルーン（２２０）を収縮状態（図１３Ａ及び１３Ｃ）と膨張状態（図
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１３Ｂ）との間で推移させるために、管（２２４）は、管状本体（２２２）に流体を供給
するように、又は管状本体（２２２）から流体を除去するように機能する。以下で更に詳
細に説明するように、膨張状態では、バルーン（２２０）は、関節運動セクション（１３
０）に剛性を付与するように、かつ／又はバルーン（２２０）が膨張状態にあるときの外
部シース（３２）対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように機能す
る。
【００４６】
　管状本体（２２２）は、関節運動セクション（１３０）を含めて、シャフトアセンブリ
（３０）の周りに配設される。本例では、管状本体（２２２）は、可撓性でありながらも
非伸張性の材料から形成される。管状本体（２２２）を形成するために使用され得る様々
な好適な材料が、本明細書の教示を鑑みれば当業者には明らかとなろう。管状本体（２２
２）の遠位端部（２２２Ａ）は、関節運動セクション（１３０）の遠位側に、シャフトア
センブリ（３０）の遠位外部シース（３３）の外表面に固定されている。管状本体（２２
２）の近位端部（２２２Ｂ）は、関節運動セクション（１３０）の近位側に、シャフトア
センブリ（３０）の遠位側外部シース（３２）の外表面に固定されている。したがって、
図１３Ａに示すように、管状本体（２２２）は、関節運動セクション（１３０）を完全に
包囲する。図１３Ａ及び１３Ｃに示すように、収縮状態にあるとき、管状本体（２２２）
は、関節運動セクション（１３０）の周りに配置されているが、関節運動セクション（１
３０）が屈曲し、それによって外部シース（３２）に対してエンドエフェクタ（４０）を
撓曲させるように、依然として十分に可撓性である。図１３Ｂに示すように、膨張状態で
は、環状部材（２２２）はより剛性となり、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与
するように、かつ／又は外部シース（３２）対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓
曲を防止するように機能する。ユーザが次いでエンドエフェクタ（４０）を撓曲させるこ
とを望む場合、環状本体（２２２）は、関節運動セクション（１３０）を屈曲させるよう
に撓曲されてもよい。
【００４７】
　本例では、管状本体（２２２）に送られる流体は食塩水を含むが、任意のその他の好適
な流体が使用され得ることを理解されたい。そのような流体（例えば、食塩水など）を管
状本体（２２２）に供給することができる様々な方式が存在する。単に一例として、流体
シリンジ（図示せず）が管（２２４）の近位端部に連結され、それによって管状本体（２
２２）に流体が供給され、また管状本体（２２２）から流体が除去されてもよい。また、
流体が管状本体（２２２）に伝えられたとき、管状本体の非伸張性は、管状本体（２２２
）を実質的に剛性にして関節運動セクション（１３０）を効率的に剛化する圧力に管状本
体（２２２）を膨張させることを可能にし得ることも理解されたい。バルーン（２２０）
に対して用いられ得る様々な好適な流体圧力及び体積が、本明細書の教示を鑑みると当業
者には明らかとなろう。
【００４８】
　Ｃ．例示的なアコーディオン様剛化部材
　図１４～１８Ｂは、アコーディオン様剛化部材（２４０）が組み込まれた、上述した器
具（１０）のシャフトアセンブリ（３０）を示す。以下で更に詳細に説明するように、剛
化部材（２４０）は、関節運動セクション（１３０）に選択的に剛性を付与するように、
かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止す
るように機能し得る。図１５Ａ及び１５Ｂに最もよく示されるように、本例の剛化部材（
２４０）は、剛化部材（２４０）の長さに沿って互いにリンクされた複数のじゃばら（２
４２）を備えている。以下で更に詳細に説明するように、剛化部材（２４０）は、圧縮構
成（図１５Ａ）と展開構成（図１５Ｂ）との間でじゃばら（２４２）を推移させるために
シャフトアセンブリ（３０）の長さに沿って長手方向に並進可能である。以下で更に詳細
に説明するように、圧縮構成では、剛化部材（２４０）のじゃばら（２４２）は、関節運
動セクション（１３０）に剛性を付与するように、かつ／又は外部シース（３２）対する
エンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように機能する。単に一例として、剛
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化部材（２４０）は、じゃばら（２４２）を枢動可能に画定する一連のリンク機構によっ
て形成され得る。したがって、「じゃばら」という用語の使用は、可変容量を規定する容
器を必ずしも必要としないと理解されるべきである。剛化部材（２４０）が構成され得る
様々な好適な方式が、本明細書の教示を鑑みると当業者には明らかとなろう。
【００４９】
　図１４に示すように、本実施例のシャフトアセンブリ（３０）は、複数のピン（２３２
）を介して互いに枢動可能にリンクされた複数の連結器（２３０）を備える。連結器（２
３０）は、関節運動セクション（１３０）を含めて、シャフトアセンブリ（３０）の周り
に配設される。連結器（２３０）のうちの最遠位の連結器（２３０Ａ）は、関節運動セク
ション（１３０）の遠位側の、シャフトアセンブリ（３０）の遠位外部シース（３３）の
外表面に固定されている。連結器（２３０）のうちの最近位の連結器（２３０Ｂ）は、関
節運動セクション（１３０）の近位側の、シャフトアセンブリ（３０）の外部シース（３
２）の外表面に固定されている。したがって、図１４に示すように、連結器（２３０）は
、互いにリンクされているとき、関節運動セクション（１３０）を完全に包囲する。各連
結器（２３０）は、一対の斜行表面（２３４）を含み、斜行表面（２３４）は、連結器（
２３０）が互いにリンクされているとき、剛化部材（２４０）の側面に複数のＶ字形状の
ポケット（２３６）を形成する。ポケット（２３６）は、連結器（２３０）の間に隙間を
設けて、関節運動セクション（１３０）が関節運動されるときにピン（２３２）を中心と
して連結器（２３０）を互いに対して枢動させるように構成されている。ポケット（２３
６）はまた、以下で更に詳細に説明するように、じゃばら（２４２）を受容するように構
成されている。ポケット（２３６）はこの例では連結器（２３０）の片側にのみ示されて
いるが、ポケット（２３６）は所望により連結器（２３０）の両側に設けられてよいこと
を理解されたい。そのような構成は、関節運動セクションが外部シース（３２）の長手方
向軸に対して２つの反対の方向に関節運動することを可能にし得るか又は促進し得る。
【００５０】
　図１７Ａに示すように、じゃばら（２４２）が圧縮構成にある状態で、剛化部材（２４
０）のじゃばら（２４２）は、Ｖ字形状のポケット（２３６）を通じて延び、連結器（２
３０）の斜行表面（２３４）を支持し、それによって関節運動セクション（１３０）に剛
性を付与するように、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）
の偶発的撓曲を防止するように構成されている。図１７Ｂに示すように、剛化部材（２４
０）は、じゃばら（２４２）を展開構成に推移させるために近位側に引っ張られている。
じゃばら（２４２）のこの推移により、じゃばら（２４２）はＶ字形状のポケット（２３
６）から内向きに引っ張られ、その結果、じゃばら（２４２）は連結器（２３０）の斜行
表面（２３４）を支持しないようになり、また関節運動セクション（１３０）が屈曲し、
それによってエンドエフェクタ（４０）を外部シース（３２）に対して撓曲させ得るよう
になる。
【００５１】
　器具（１０）のいくつかの変形例では、剛化部材（２４０）は、回転ノブ（１２０）の
回転が関節運動セクション（１３０）の関節運動と剛化部材（２４０）の並進とを同時に
引き起こすように、回転ノブ（１２０）と連結され得る。例えば、図１８Ａ及び１８Ｂに
示すように、剛化部材（２４０）の近位端部は、ハウジング（１１０）の第１の中空円筒
形部分（１１２）の側面に形成されたスロット（１１７）を介して回転ノブ（１２０）と
連結され得る。剛化部材（２４０）の遠位端部は、遠位外部シース（３３）又は関節運動
セクション（１３０）に対して遠位側にある他の構造に固定的に取り付けられてもよい。
したがって、関節運動セクション（１３０）の関節運動を引き起こすために、回転ノブ（
１２０）が図１８Ａに示す位置から図１８Ｂに示す位置へと第１の方向に回転されるとき
、剛化部材（２４０）はそれと同時に、図１７Ａに示す構成から図１７Ｂに示す構成へと
じゃばら（２４２）を推移させるように、近位側に引っ張られる。これにより、じゃばら
（２４２）は斜行表面（２３４）を係合解除し、したがって関節運動セクション（１３０
）を屈曲させ、それによってエンドエフェクタ（４０）を外部シース（３２）に対して撓
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曲させることになる。
【００５２】
　関節運動セクション（１３０）を再び直線構成へと戻すために、回転ノブ（１２０）が
図１８Ｂに示す位置から図１８Ａに示す位置へと反対方向に回転されると、剛化部材（２
４０）はそれと同時に、再び図１７Ｂに示す構成から図１７Ａに示す構成へとじゃばら（
２４２）を推移させるように、遠位側に駆動される。これにより、じゃばら（２４２）は
斜行表面（２３４）と再係合し、したがって関節運動セクション（１３０）に剛性を付与
し、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防
止することになる。したがって、関節運動セクション（１３０）は直線構成に到達すると
直ちに自動的に剛化され得ることを理解されたい。
【００５３】
　Ｄ．例示的なペグ付き剛化部材
　図１９～２１Ｂは、上述した剛化部材（２４０）の代わりに使用され得る剛化部材（２
６０）を示す。図１９及び２０に最もよく示されるように、本例の剛化部材（２６０）は
、矩形の横断面を有する細長シャフト（２６２）と、シャフト（２６２）の側面から横方
向に延びる複数のペグ（２６４）とを備える。以下で更に詳細に説明するように、剛化部
材（２６０）は、シャフトアセンブリ（３０）の内部空間内において第１の位置（図２１
Ａ）と第２の位置（図２１Ｂ）との間で横方向に並進可能である。以下で更に詳細に説明
するように、第１の位置にあるとき、剛化部材（２６０）のペグ（２６４）は、関節運動
セクション（１３０）に剛性を付与するように、かつ／又は外部シース（３２）対するエ
ンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように機能する。
【００５４】
　図２１Ａ及び２１Ｂに示すように、剛化部材（２６０）は、関節運動セクション（１３
０）を含めて、シャフトアセンブリ（３０）の内部空間内に配置されるように構成されて
いる。図２１Ａに示すように、剛化部材（２６０）がシャフトアセンブリ（３０）の内部
空間内で第１の位置に配置された状態で、ペグ（２６４）は、Ｖ字形状のポケット（２３
６）を通って延び、連結器（２３０）の斜行表面（２３４）を支持し（又は少なくとも接
触し）、それによって関節運動セクション（１３０）に剛性を付与するように、かつ／又
は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように
構成されている。図２１Ｂに示すように、剛化部材（２６０）は、第２の位置へと横方向
に内向きに並進され、それによってＶ字形状のポケット（２３６）から内向きにペグ（２
６４）を引き寄せ、その結果、ペグ（２６４）は連結器（２３０）の斜行表面（２３４）
を支持しない（又はそうでなくても接触しない）ようになる。ペグ（２６４）がＶ字形状
のポケット（２３６）から外に移動した状態で、関節運動セクション（１３０）は自在に
屈曲し、それによってエンドエフェクタ（４０）を外部シース（３２）に対して撓曲させ
る。剛化部材（２６０）が図２１Ａに示す位置と図２１Ｂに示す位置との間で作動され得
る様々な好適な方式が、本明細書の教示を鑑みると当業者には明らかとなろう。
【００５５】
　Ｅ．例示的な可変厚剛化部材及び連結器
　図２２～２３Ｃは、器具（１０）のシャフトアセンブリ（３０）の関節運動セクション
（１３０）に組み込まれ得る可変厚剛化部材（２８０）を示す。以下で更に詳細に説明す
るように、剛化部材（２８０）は、関節運動セクション（１３０）に選択的に剛性を付与
するように、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的
撓曲を防止するように機能し得る。図２２に最もよく示されるように、本例の剛化部材（
２８０）は、複数の可撓性ロッド（２８４）によって互いにリンクされた複数のフランジ
（２８２）を備え、複数の可撓性ロッド（２８４）は連続するフランジ（２８２）の間に
配置されている。ロッド（２８４）はワイヤ、ケーブル、又は任意のその他の好適な種類
の可撓性部材で置き換えられてもよいことを理解されたい。以下で更に詳細に説明するよ
うに、剛化部材（２８０）は、第１の位置（図２３Ａ）と第２の位置（図２３Ｂ及び２３
Ｃ）との間でフランジ（２８２）を推移させるためにシャフトアセンブリ（３０）の長さ
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に沿って長手方向に並進可能である。以下で更に詳細に説明するように、第１の位置にあ
るとき、剛化部材（２８０）のフランジ（２８２）は、関節運動セクション（１３０）に
剛性を付与するように、かつ／又は外部シース（３２）対するエンドエフェクタ（４０）
の偶発的撓曲を防止するように機能する。
【００５６】
　本例では、シャフトアセンブリ（３０）の修正版は、複数のピン（２９２）を介して互
いに枢動可能にリンクされた複数の連結器（２９０）を備える。連結器（２９０）は、関
節運動セクション（１３０）を含めて、シャフトアセンブリ（３０）の周りに配設されて
いる。連結器（２９０）のうちの最遠位の連結器（２９０Ａ）は、関節運動セクション（
１３０）の遠位側に、シャフトアセンブリ（３０）の遠位外部シース（３３）の外表面に
固定されている。連結器（２９０）のうちの最近位の連結器（２９０Ｂ）は、関節運動セ
クション（１３０）の近位側に、シャフトアセンブリ（３０）の外部シース（３２）の外
表面に固定されている。したがって、ピン（２９２）を介して互いにリンクされていると
き、連結器（２９０）は関節運動セクション（１３０）を完全に包囲する。上述したよう
に、連結器（２９０）は複数のピン（２９２）を介して互いに枢動可能にリンクされ、そ
の結果、連結器（２９０）は、ピン（２９２）によって規定される複数の軸を中心として
枢動するようになっている。連結器（２９０）を互いに枢動可能にリンクするピン（２９
２）は、ピン（２９２）の回転軸に対して垂直に向いた平面（Ｐ１）に沿って関節運動セ
クション（１３０）が屈曲し得るように整列されている。
【００５７】
　図２３Ａ～２３Ｃに示すように、剛化部材（２８０）は、連結器（２９０）によって形
成されるアセンブリの内側で、関節運動セクション（１３０）を含めて、シャフトアセン
ブリ（３０）の内部空間内に配置されるように構成されている。剛化部材（２８０）は、
フランジ（２８２）が平面（Ｐ１）に対して実質的に平行となり、かつピン（２９２）の
回転軸に対して垂直となるように配向されている。図２３Ａに示すように、フランジ（２
８２）が第１の位置にある状態で、剛化部材（２８０）のフランジ（２８２）は、各フラ
ンジ（２８２）が連続する連結器（２９０）によって画定される空間の間に延びるように
、またピン（２９２）がフランジ（２８２）の中間部分の上方及び下方に位置するように
配置されている。フランジ（２８２）は連結器（２９０）の継手に配置されるため、フラ
ンジ（２８２）は連結器（２９０）がそれらの継手において屈曲するのを阻止する。これ
により、関節運動セクションでの屈曲が更に阻止される。したがって、剛化部材（２８０
）が図２３Ａに示す位置にあるとき、剛化部材（２８０）と連結器（２９０）とによって
形成されるアセンブリは、関節運動セクション（１３０）の曲げを阻止し、関節運動セク
ション（１３０）を効率的に剛化する。
【００５８】
　図２３Ｂ及び２３Ｃに示すように、フランジ（２８２）を連結器（２９０）の継手から
離して移動させるために、また連結器（２９０）の継手に可撓性ロッド（２８４）を配置
するために、剛化部材（２８０）が近位に並進される。この配置により、連結器（２９０
）は継手において枢動できる。連結器（２９０）が枢動でき、また可撓性ロッド（２８４
）が屈曲できるため、関節運動セクション（１３０）は、図２３Ｃに示すように関節運動
することが可能になる。剛化部材（２８０）が図２３Ａに示す位置と図２３Ｂ～２３Ｃに
示す位置との間で作動され得る様々な好適な方式が、本明細書の教示を鑑みると当業者に
は明らかとなろう。
【００５９】
　Ｆ．例示的な可変厚剛化部材
　図２４～２９Ｃは、可変厚剛化部材（３００）が組み込まれた、上述した器具（１０）
のシャフトアセンブリ（３０）を示す。以下で更に詳細に説明するように、剛化部材（３
００）は、関節運動セクション（１３０）に選択的に剛性を付与するように、かつ／又は
外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように機
能し得る。図２５に最もよくに示されるように、本例の剛化部材（３００）は、複数の可
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撓性ロッド（３０４）によって互いにリンクされた複数のフランジ（３０２）を備え、複
数の可撓性ロッド（３０４）は連続するフランジ（３０２）の間に配置されている。ロッ
ド（３０４）はワイヤ、ケーブル、又は任意のその他の好適な種類の可撓性部材で置き換
えられてもよいことを理解されたい。図２６に示すように、本例のフランジ（３０２）は
矩形の横断面を有する。いくつかの他の変形例では、フランジ（３０２）は、図２７に示
すような弓形の横断面を有する。あるいは、フランジ（３０２）は、本明細書の教示を鑑
みると当業者には明らかとなるように、任意の他の好適な横断面を有してもよい。以下で
更に詳細に説明するように、剛化部材（３００）は、第１の位置（図２９Ａ）と第２の位
置（図２９Ｂ及び２９Ｃ）との間でフランジ（３０２）を推移させるためにシャフトアセ
ンブリ（３０）の長さに沿って長手方向に並進可能である。同様に以下で更に詳細に説明
するように、剛化部材（３００）が第１の位置にあるとき、剛化部材（３００）のフラン
ジ（３０２）は、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与するように、かつ／又は外
部シース（３２）対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように機能す
る。
【００６０】
　図２８に示すように、関節運動セクション（１３０）を含めて、本例のシャフトアセン
ブリ（３０）は、関節運動セクション（１３０）のリブ付き本体部分（１３２、１３４）
の上方部分にチャネル（３１０）を画定している。チャネル（３１０）は剛化部材（３０
０）を摺動可能に受容するように構成され、その結果、剛化部材（３００）は、シャフト
アセンブリ（３０）の長さに沿ってチャネル（３１０）内で長手方向に並進可能となって
いる。
【００６１】
　図２９Ａ～２９Ｃに示すように、剛化部材（３００）は、関節運動セクション（１３０
）を含めて、シャフトアセンブリ（３０）の内部空間内に配置されるように構成されてい
る。剛化部材（３００）は、関節運動部材（１３０）がそれに沿って屈曲するように構成
された平面（Ｐ２）に対してフランジ（３０２）が実質的に平行となるように配向されて
いる。図２９Ａに示すように、フランジ（３０２）が第１の位置にある状態で、剛化部材
（３００）のフランジ（３０２）は、各フランジ（３０２）が連続する保持カラー（１３
３）の間の空間内に延びるように配置される。この状態におけるフランジ（３０２）の配
向及び位置により、またフランジ（３０２）の幅により、フランジ（３０２）は平面（Ｐ
２）に沿った保持カラー（１３３）の相対運動を阻止する。このように、剛化部材（３０
０）は、関節運動セクション（１３０）の曲がりを阻止し、関節運動セクション（１３０
）を効率的に剛化する。
【００６２】
　図２９Ｂ及び２９Ｃに示すように、フランジ（３０２）を連続する保持カラー（１３３
）の間の空間から離して配置するために、また連続する保持カラー（１３３）の間の空間
内に可撓性ロッド（３０４）を配置するために、剛化部材（３００）が近位側に並進され
る。この配置により、保持カラー（１３３）は平面（Ｐ２）に沿って互いに対して移動す
ることができる。カラー（１３３）のそのような移動が可能になり、また可撓性ロッド（
３０４）が屈曲できるため、関節運動セクション（１３０）は図２９Ｃに示すように関節
運動することが可能になる。剛化部材（３００）が図２９Ａに示す位置と図２９Ｂ～２９
Ｃに示す位置との間で作動され得る様々な好適な方式が、本明細書の教示を鑑みると当業
者には明らかとなろう。
【００６３】
　Ｇ．例示的な剛化スリーブ部材
　図３０～３２Ｃは、例示的な剛化スリーブ部材（３２０）を示す。以下で更に詳細に説
明するように、剛化スリーブ部材（３２０）は、関節運動セクション（１３０）に選択的
に剛性を付与するように、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４
０）の偶発的撓曲を防止するように機能し得る。図３０に最もよく示されるように、本例
の剛化部材（３２０）は、近位半円円筒形部分（３２２）と遠位半円円筒形部分（３２４
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）とを備える。部分（３２２、３２４）は可撓性ロッド（３２６）を介して共に連結され
ている。ロッド（３２６）は横方向の可撓性を提供するが、それでいて、以下で説明する
ように剛化スリーブ部材（３２０）の効果的な作動をもたらすように十分な柱強度を有す
る。ロッド（３２６）はバンド又は任意のその他の好適な種類の可撓性部材で置き換えら
れてもよいことを理解されたい。円柱部分（３２２、３２４）は、シャフトアセンブリ（
３０）を受容し、かつスナップ嵌めの様式でシャフトアセンブリ（３０）の周りに選択的
に連結するように寸法決めされている。しかしながら、以下で更に詳細に説明するように
、スリーブ部材（３２０）は、第１の位置（図３２Ａ）と第２の位置（図３２Ｂ及び３２
Ｃ）との間で遠位円筒形部分（３２４）を推移させるためにシャフトアセンブリ（３０）
の長さに沿って長手方向に並進可能のままである。同様に以下で更に詳細に説明するよう
に、スリーブ部材（３２０）が第１の位置にあるとき、スリーブ部材（３２０）の遠位円
筒形部分（３２４）は、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与するように、かつ／
又は外部シース（３２）対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように
機能する。
【００６４】
　図３０に最もよく示されるように、近位円筒形部分（３２２）は、近位円筒形部分（３
２２）の外表面の対向する側から延びる一対のフランジ（３２８）を備えている。ユーザ
がシャフトアセンブリ（３０）の周りに近位円筒形部分（３２２）を配置し、近位円筒形
部分（３２２）をシャフトアセンブリ（３０）から取り外すのを助けるために、ユーザは
フランジ（３２８）を係合させてもよい。あるいは、近位円筒形部分（３２２）の操作を
容易にするために、任意のその他の好適な機構が用いられてもよい。図３１に示されるよ
うに、遠位円筒形部分（３２４）は、遠位円筒形部分（３２４）の内表面から内向きに延
びる複数の矩形突起（３２７）を備えている。
【００６５】
　図３２Ａ～３２Ｃに示すように、また上記で説明したように、遠位円筒形部分（３２４
）は、シャフトアセンブリ（３０）の周りに、特に関節運動セクション（１３０）の周り
に配置されるように構成されている。図３２Ａに示すように、遠位円筒形部分（３２４）
が第１の位置にある状態で、遠位円筒形部分（３２４）の突出部（３２７）は、連続する
保持カラー（１３３）の間に画定された対応する空間内に各突出部（３２７）が配置され
、その結果、連続する保持カラー（１３３）に突出部（３２７）が当接するように配置さ
れている。突出部（３２７）は、スリーブ部材（３２０）が第１の位置にあるときに、連
続する保持カラー（１３３）に当接するため、突出部（３２７）は、関節運動セクション
（１３０）に剛性を付与するように、かつ／又は、互いに対する保持カラー（１３３）の
運動を防止することによって外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶
発的撓曲を防止するように機能する。
【００６６】
　図３２Ｂ及び３２Ｃに示すように、突出部（３２７）を連続する保持カラー（１３３）
によって画定される空間から引き寄せるために、また保持カラー（１３３）の外表面に隣
接させて突出部（３２７）を配置するために、剛化スリーブ部材（３２０）が近位側に並
進される。スリーブ部材（３２０）がこの位置にある状態で、連続する保持カラー（１３
３）の間の空間は、関節運動セクション（１３０）が屈曲し、それによって図３２Ｃに示
すように外部シース（３２）に対してエンドエフェクタ（４０）を撓曲させることを可能
にする。
【００６７】
　遠位円筒形部分（３２４）は、突出部（３２７）が図３２Ａに示す位置から図３２Ｂ及
び３２Ｃに示す位置へと外向きに撓曲することを可能にする弾性材料から形成される。遠
位円筒形部分（３２４）の弾性的性質はまた、スリーブ部材（３２０）が再び図３２Ａに
示す位置へと遠位側に前進されると、連続する保持カラー（１３３）の間に画定された空
間へ突出部（３２７）を再びスナップ嵌めさせる。本例では、スリーブ部材（３２０）は
、関節運動セクション（１３０）が直線の非関節運動構成に戻った後に、図３２Ａに示す
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位置に戻されてもよい。また、本例では、スリーブ部材（３２０）は、操作者が近位円筒
形部分（３２２）を把持し、それによってスリーブ部材（３２０）をシャフトアセンブリ
（３０）に沿って摺動させることによって、遠位位置（図３２Ａ）と近位位置（図３２Ｂ
及び３２Ｃ）との間で並進される。スリーブ部材（３２０）が作動され得る他の好適な方
式が、本明細書の教示を鑑みると当業者には明らかとなろう。
【００６８】
　Ｈ．例示的なＣチャネル剛化部材
　図３３～３７Ｂは、別の例示的な剛化スリーブ部材（３４０）を示す。以下で更に詳細
に説明するように、剛化部材（３４０）は、関節運動セクション（１３０）に選択的に剛
性を付与するように、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）
の偶発的撓曲を防止するように機能し得る。図３３に最もよく示されるように、本例の剛
化部材（３４０）は、複数の可撓性ロッド（３４４）によって互いにリンクされた複数の
Ｃチャネル部材（３４２）を備え、複数のＣチャネル部材（３４２）は連続するフランジ
（３４２）の間に配置されている。ロッド（３４４）はワイヤ、ケーブル、又は任意のそ
の他の好適な種類の可撓性部材で置き換えられてもよいことを理解されたい。以下で更に
詳細に説明するように、剛化部材（３４０）は、第１の位置（図３６Ａ）と第２の位置（
図３６Ｂ及び３６Ｃ）との間でＣチャネル部材（３４２）を推移させるためにシャフトア
センブリ（３０）の長さに沿って長手方向に並進するように構成されている。同様に以下
で更に詳細に説明するように、剛化部材（３４０）が第１の位置にあるとき、剛化部材（
３４０）のＣチャネル部材（３４２）は、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与す
るように、かつ／又は外部シース（３２）対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲
を防止するように機能する。
【００６９】
　図３６Ａ～３６Ｃに示すように、Ｃチャネル部材（３４２）は、シャフトアセンブリ（
３０）の周りに、特に関節運動セクション（１３０）の周りに配置されるように構成され
ている。図３６Ａに示すように、剛化部材（３４０）が第１の位置にある状態で、Ｃチャ
ネル部材（３４２）は、連続する保持カラー（１３３）の間に画定された対応する空間内
に各Ｃチャネル部材（３４２）が配置され、その結果、連続する保持カラー（１３３）に
Ｃチャネル部材（３４２）が当接するように配置されている。Ｃチャネル部材（３４２）
は、剛化部材（３４０）が第１の位置にあるときに、連続する保持カラー（１３３）に当
接するため、Ｃチャネル部材（３４２）は、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与
するように、かつ／又は互いに対する保持カラー（１３３）の運動を防止することによっ
て外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように
機能する。
【００７０】
　図３６Ｂ及び３６Ｃに示すように、Ｃチャネル部材（３４２）を連続する保持カラー（
１３３）間に画定される空間から引き寄せるために、また保持カラー（１３３）の外表面
に隣接させてＣチャネル部材（３４２）を配置するために、剛化部材（３４０）が近位側
に並進される。剛化部材（３４０）がこの位置にある状態で、連続する保持カラー（１３
３）の間の空間は、関節運動セクション（１３０）が屈曲し、それによって図３６Ｃに示
すように外部シース（３２）に対してエンドエフェクタ（４０）を撓曲させることを可能
にする。
【００７１】
　剛化部材（３４０）は、Ｃチャネル部材（３４２）が図３６Ａに示す位置から図３６Ｂ
及び３６Ｃに示す位置へと外向きに変形及び屈曲することを可能にする弾性材料から形成
される。Ｃチャネル部材（３４２）の弾性的性質はまた、剛化部材（３４０）が図３６Ａ
に示す位置へと再び遠位側に前進されるとき、連続する保持カラー（１３３）の間に画定
された空間へＣチャネル部材（３４２）を再びスナップ嵌めさせる。本例では、剛化部材
（３４０）は、関節運動セクション（１３０）が直線の非関節運動構成に戻された後に、
図３６Ａに示す位置に戻されてもよい。剛化部材（３４０）が作動され得る様々な好適な
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方式が、本明細書の教示を鑑みると当業者には明らかとなろう。
【００７２】
　上述した例は、関節運動セクション（１３０）の片側にのみ単一の剛化部材（３４０）
のみを設けているが、２つ以上の剛化部材（３４０）が使用され得ることを理解されたい
。例えば、図３７Ａ及び３７Ｂに示すように、関節運動セクション（１３０）に剛性を付
与するために、かつ／又は複数の方向における外部シース（３２）に対するエンドエフェ
クタ（４０）の偶発的撓曲を防止するために、一対の剛化部材（３４０）が関節運動セク
ション（１３０）の対向側面に配置され得る。
【００７３】
　Ｉ．例示的な剛化クリップ部材
　図３８～３９Ｂは、例示的な剛化クリップ部材（３６０）を示す。以下で更に詳細に説
明するように、剛化クリップ部材（３６０）は、関節運動セクション（１３０）に剛性を
付与するように、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶
発的撓曲を防止するように機能し得る。図３８に最もよく示されるように、本例の剛化ク
リップ部材（３６０）は半円円筒形本体（３６２）を備える。円筒形本体（３６２）の対
向する側に形成された複数のスロット（３６４）が、複数のタブ（３６６）を分割してい
る。図３９Ａ及び３９Ｂに示すように、剛化クリップ部材（３６０）は、シャフトアセン
ブリ（３０）の周りに、特に関節運動セクション（１３０）の周りに配置されるように構
成されている。
【００７４】
　図３９Ａに示されるように、連続する保持カラー（１３３）の間に画定された空間は、
関節運動セクション（１３０）を屈曲させて外部シース（３２）に対してエンドエフェク
タ（４０）を撓曲させる隙間をもたらす。図３９Ｂに示すように、剛化クリップ部材（３
６０）が関節運動セクション（１３０）の周りに配置された状態で、タブ（３６６）は、
連続する保持カラー（１３３）によって画定された空間内に各タブ（３６６）が位置する
ように配置される。タブ（３６６）は、この状態で連続する保持カラー（１３３）に当接
する。タブ（３６６）は、連続する保持カラー（１３３）に当接するため、タブ（３６６
）は、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与するように、かつ／又は、互いに向か
う保持カラー（１３３）の運動を防止することによって外部シース（３２）に対するエン
ドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように機能する。クリップ部材（３６０）
がスナップ嵌めによって関節運動セクション（１３０）に着脱可能に固定され得るように
、クリップ部材（３６０）は弾性材料から形成され得ることを理解されたい。あるいは、
クリップ部材（３６０）は、任意の他の好適な形式で関節運動セクション（１３０）に着
脱可能に固定されていてもよい。
【００７５】
　Ｊ．例示的な二重構造バンド
　図４０Ａ～４３Ｂは、一対の重なり合う関節運動バンド（３８０、３９０）を有する、
上述した器具（１０）のシャフトアセンブリ（３０）の修正版を示す。以下で更に詳細に
説明するように、関節運動バンド（３８０、３９０）は、関節運動セクション（１３０）
に剛性を付与するように、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４
０）の偶発的撓曲を防止するように機能し得る。図４１に最もよく示されるように、関節
運動バンド（３８０）は細長ストリップ（３８２）を備え、細長ストリップ（３８２）は
、ストリップ（３８２）の長さに沿って「弱点」を設けるために、複数の円形開口部（３
８４）が形成されている。円形開口部（３８４）は互いから離間されており、関節運動バ
ンド（３８０）に円形開口部（３８４）での可撓性を付与する。図４２に最もよく示され
るように、関節運動バンド（３９０）は細長ストリップ（３９２）を備え、細長ストリッ
プ（３９０）は、ストリップ（３９２）の長さに沿って「弱点」を設けるために、複数の
対向する矩形凹部（３９４）が形成されている。矩形凹部（３９４）は互いから離間され
ており、関節運動バンド（３９０）に円形開口部（３９４）での可撓性を付与する。凹部
の間隔（３９４）は開口部（３８４）の間隔に対応する。
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【００７６】
　図４０Ａ及び４０Ｂに示すように、関節運動バンド（３８０、３９０）は、関節運動セ
クション（１３０）を含めて、シャフトアセンブリ（３０）の内部空間内に配置される。
１組の関節運動バンド（３８０、３９０）が導波管（１８０）の片側に配置されているが
、別の１組の関節運動バンド（３８０、３９０）が導波管（１８０）のもう一方の側に配
置されている。関節運動バンド（３８０、３９０）は、第１の構成（図４３Ａ）と第２の
構成（図４３Ｂ）との間で互いに対して長手方向に並進可能である。図４３Ａに示すよう
に、第１の構成では、関節運動バンド（３８０、３９０）は、関節運動バンド（３８０）
の円形開口部（３８４）が関節運動バンド（３９０）の矩形凹部（３９４）とずれるよう
な配列で互いに重なり合う。関節運動バンド（３８０、３９０）のこれらの「弱点」が互
いにずれていることで、関節運動バンド（３８０、３９０）の残りの「強点」が「弱点」
に対応し、関節運動バンド（３８０、３９０）が屈曲するのを防止する。したがって、関
節運動バンド（３８０、３９０）は、関節運動バンド（３８０、３９０）が図４３Ａに示
すように配列されているとき、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与するように、
かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止す
るように協働する。本例では、関節運動セクション（１３０）が図４０Ａに示すように直
線状の非関節運動構成にあるとき、関節運動バンド（３８０、３９０）はこの配列に配置
される。
【００７７】
　図４３Ｂに示すように、第２の構成では、関節運動バンド（３８０、３９０）は、関節
運動バンド（３８０）の円形開口部（３８４）が関節運動バンド（３９０）の矩形凹部（
３９４）と整列するような配列で互いに重なり合う。関節運動バンド（３８０、３９０）
のこれらの「弱点」が整列していると、関節運動バンド（３８０、３９０）は屈曲し、そ
れによって関節運動セクション（１３０）を屈曲させ、それによって外部シース（３２）
に対してエンドエフェクタ（４０）を撓曲させ得る。換言すれば、関節運動バンド（３８
０、３９０）は、関節運動バンド（３８０、３９０）が図４３Ｂに示すように配列されて
いるとき、関節運動セクション（１３０）に可撓性を付与するように協働する。関節運動
バンド（３８０、３９０）の「弱点」は本例では円形開口部（３８４）及び矩形凹部（３
９４）として形成されているが、「弱点」は任意のその他の好適な構成を有し得ることを
理解されたい。「弱点」に関する様々な好適な代替的構成が、本明細書の教示を鑑みると
当業者には明らかとなろう。
【００７８】
　関節運動制御アセンブリ（１００）は、関節運動バンド（３８０、３９０）の協調的な
運動をもたらすように容易に修正され得る。例えば、１つの単に説明のための例では、関
節運動制御アセンブリ（１００）は、関節運動セクション（１３０）が図４０Ａに示すよ
うな直線状の非関節運動構成をなす中立位置から２つの可動域にわたってノブ（１２０）
が回転可能となるように構成されている。ノブ（１２０）が中立位置にある状態で、関節
運動バンド（３８０、３９０）は図４３Ａに示す配列にあり、そのため、関節運動バンド
（３８０、３９０）は、関節運動セクション（１３０）が直線状の非関節運動構成にある
状態で、関節運動セクション（１３０）を剛化する。ノブ（１２０）が中立位置から第１
の可動域にわたって回転されると、関節運動アセンブリ（１００）は、関節運動バンド（
３８０、３９０）の各対の第１の関節運動バンド（３８０、３９０）をその対の第２の関
節運動バンド（３８０、３９０）に対して駆動する。第２の関節運動バンド（３８０、３
９０）は、ノブ（１２０）のこの第１の可動域の間、依然として静止している。
【００７９】
　ノブ（１２０）が第１の可動域を完了すると、関節運動バンド（３８０）の各対は、図
４３Ｂに示す構成へ推移し、その結果、関節運動バンド（３８０、３９０）は可撓性を付
与するように配列される。操作者が、第１の可動域を完了した後に、第２の可動域にわた
ってノブ（１２０）を回転させると、関節運動制御アセンブリ（１００）は、１組の関節
運動バンド（３８０、３９０）の両方を共に第１の長手方向に駆動すると同時に、他の組
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の関節運動バンド（３８０、３９０）の両方を共に第２の長手方向に駆動する。したがっ
て、関節運動バンド（３８０、３９０）の各組は、ノブ（１２０）が第２の可動域にわた
って回転されるときに、関節運動を駆動するように協働する。
【００８０】
　操作者がその後に関節運動セクション（１３０）を再び直線状の非関節運動状態に推移
させることを望むとき、操作者は単純にノブ（１２０）の回転を反転させることができる
。この反転の間、関節運動バンド（３８０、３９０）の各組は、関節運動セクション（１
３０）を再び直線状の非関節運動状態に駆動するように再び協働することになる。関節運
動セクション（１３０）が直線状の非関節運動状態に達すると、ノブ（１２０）は、ノブ
（１２０）を更に回転させたときに、第２の可動域から再び第１の可動域に転移すること
になる。ノブ（１２０）が再び第１の可動域にわたって中立位置に向かって回転されると
き、関節運動アセンブリ（１００）は再び、関節運動バンド（３８０、３９０）の各対の
第１の関節運動バンド（３８０、３９０）をその対の第２の関節運動バンド（３８０、３
９０）に対して駆動する。第２の関節運動バンド（３８０、３９０）は、ノブ（１２０）
のこの第１の可動域の間、依然として静止している。ノブ（１２０）が中立位置に再び達
すると、関節運動バンド（３８０、３９０）は再び、図４３Ａに示す配列に戻り、その結
果、関節運動バンド（３８０、３９０）は再び、関節運動セクション（１３０）を剛化す
る。上記で説明した動作をもたらすために関節運動制御アセンブリ（１００）に組み込ま
れ得る様々な構造及び機構が、本明細書の教示を鑑みると当業者には明らかとなろう。
【００８１】
　ノブ（１２０）が本例で使用されているが、限定するものではないが、スライダ、レバ
ー、ダイアルなど、任意のその他の好適な種類のアクチュエータが使用され得ることを理
解されたい。加えて、本例では、ノブ（１２０）は、関節運動セクション（１３０）を選
択的に剛化するようにも（ノブ（１２０）が第１の可動域にわたって回転されるとき）、
関節運動セクション（１３０）の関節運動を駆動するようにも（ノブ（１２０）が第２の
可動域にわたって回転されるとき）動作可能である。いくつかの他の変形例では、２つの
別個のアクチュエータが使用され、１つのアクチュエータは関節運動セクション（１３０
）を選択的に剛化するためのものであり、もう１つのアクチュエータは関節運動セクショ
ン（１３０）の関節運動を駆動するためのものである。
【００８２】
　また、関節運動セクション（１３０）を選択的に剛化するための、本明細書で説明する
」任意の他の例も、上述したような関節運動制御アセンブリ（１００）の修正版と連結さ
れ得ることを理解されたい。換言すれば、関節運動セクション（１３０）を選択的に剛化
するための、本明細書で説明した任意の他の例も、関節運動セクション（１３０）を選択
的に剛化するための第１の可動域と、関節運動セクション（１３０）の関節運動を駆動す
るための第２の可動域の２つの可動域にわたって回転するノブ（１２０）と連結され得る
。同様に、限定するものではないが、スライダ、レバー、ダイアルなど、任意の他の種類
のアクチュエータが使用され得る。そのような代替的なアクチュエータはまた、関節運動
セクション（１３０）を選択的に剛化するために（アクチュエータの第１の可動域の間）
、及び関節運動セクションの関節運動を駆動するために（アクチュエータの第２の可動域
の間）、２つの異なる可動域にわたって移動され得る。更に、関節運動セクション（１３
０）を選択的に剛化するための、本明細書で説明した任意の他の例はまた、関節運動セク
ション（１３０）を選択的に剛化するための１つのアクチュエータと、関節運動セクショ
ン（１３０）の関節運動を駆動するためのもう１つのアクチュエータの２つの別個のアク
チュエータと連結されてもよい。これらの例示的な代替形態が本明細書で説明する様々な
例に組み込まれ得る様々な好適な方式が、本明細書の教示を鑑みると当業者には明らかと
なろう。
【００８３】
　Ｋ．例示的な剛化管状部材
　図４４は、選択的に剛化するように構成された管状部材（４００）を有する、器具（１
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０）のシャフトアセンブリ（３０）の修正版を示す。以下で更に詳細に説明するように、
管状部材（４００）は、関節運動セクション（１３０）に選択的に剛性を付与するように
、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止
するように機能し得る。管状部材（４００）は、磁気レオロジー流体（ＭＲ流体）（４０
４）を充填された中空円筒形本体（４０２）を備える。円筒形本体（４０２）は、シャフ
トアセンブリ（３０）の周りに配置され、関節運動セクション（１３０）を包囲する。円
筒形本体（４０２）は、一対の磁石（４０６）によって遠位端部及び近位端部をキャップ
される。本例では、磁石（４０６）は電磁石を含み、したがって、磁石（４０６）は、磁
石（４０６）への電流の印加によって選択的に活性化され得る（それによって選択的に磁
化され得る）。磁石（４０６）のうちの遠位側の磁石（４０６Ａ）は、関節運動セクショ
ン（１３０）の遠位側に、シャフトアセンブリ（３０）の遠位外部シース（３３）の外表
面に固定されている。磁石（４０６）のうちの近位側の磁石（４０６Ｂ）は、関節運動セ
クション（１３０）の近位側に、シャフトアセンブリ（３０）の外部シース（３２）の外
表面に固定されている。
【００８４】
　磁石（４０６）はＭＲ流体（４０４）との直接的な接触をなし、したがって、磁石（４
０６）は、磁石（４０６）の選択的活性化に基づいて、ＭＲ流体（４０４）を選択的に磁
化するように機能し得る。ＭＲ流体（４０４）を磁化するのに先立って、管状部材（４０
０）の円筒形本体（４０２）は、屈曲し、それによって関節運動セクション（１３０）を
屈曲させ、それによって外部シース（３２）に対してエンドエフェクタ（４０）を撓曲さ
せるように、動作可能である。しかしながら、ＭＲ流体（４０４）が磁石（４０６）の活
性化によって磁化されると、ＭＲ流体（４０４）は、円筒形本体（４０２）内で実質的に
剛性となり、それによって管状部材（４００）を剛化させる。管状部材（４００）が剛化
されると、管状部材（４００）は、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与するよう
に、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防
止するように機能し得る。
【００８５】
　単に一例として、磁石（４０６）に電力を選択的に送給することを可能にするために、
１つ以上のワイヤ、伝導性トレース、及び／又はその他の導電性管路がシャフトアセンブ
リ（３０）の長さに沿って延びていてもよい。単に説明のための一例において、関節運動
制御アセンブリ（１００）は、関節運動セクション（１３０）が直線状の非関節運動構成
にあることに関連付けられる中立位置にノブ（１２０）が回転されたときに、ノブ（１２
０）が電気スイッチの閉鎖を生じさせるように修正される。このスイッチは、ノブ（１２
０）が中立位置にあるときに磁石（４０６）が活性化されるように、磁石（４０６）及び
電力源と通信していてもよい。関節運動セクション（１３０）は、関節運動セクション（
１３０）が直線状の非関節運動構成にある状態で、ノブ（１２０）が中立位置にあるとき
に、このようにして剛化されることになる。ノブ（１２０）が中立位置から離れて回転さ
れて関節運動セクション（１３０）を関節運動させると直ちに、スイッチは開放状態に推
移され、それによって磁石（４０６）が不活性化され、それによって関節運動セクション
（１３０）が非剛化され、関節運動セクション（１３０）が関節運動できるようになる。
ノブ（１２０）が続いて再び中立位置に回転されると、スイッチは再び閉鎖され、それに
よって磁石（４０６）が再度活性化され、それによって、関節運動セクション（１３０）
が直線状の非関節運動構成に達したときに関節運動セクション（１３０）が再び剛化され
ることになる。磁石（４０６）が選択的に活性化され得る様々な他の好適な方式が、本明
細書の教示を鑑みると当業者には明らかとなろう。
【００８６】
　Ｌ．例示的な剛化弁アセンブリ
　図４５は、弁アセンブリ（４２０）を有する、上述した器具（１０）のシャフトアセン
ブリ（３０）の修正版を示す。以下で更に詳細に説明するように、弁アセンブリ（４２０
）は、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与するように、かつ／又は外部シース（



(30) JP 6896644 B2 2021.6.30

10

20

30

40

50

３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止するように、選択的に剛化
するよう構成されている。弁アセンブリ（４２０）は、一対のシリンダ（４２６、４２８
）内に摺動可能に配設された一対のプランジャ（４２２、４２４）を備える。プランジャ
（４２２、４２４）は、関節運動セクション（１３０）の関節運動によって引き起こされ
た関節運動バンド（１４０、１４２）の並進がシリンダ（４２６、４２８）内におけるプ
ランジャ（４２２、４２４）の同時的並進を引き起こすように、シャフトアセンブリ（１
３０）の関節運動バンド（１４０、１４２）と連結される。シリンダ（４２６、４２８）
にはＭＲ流体（４３０、４３２）が充填される。１つ以上の電磁石（図示せず）がＭＲ流
体（４３０、４３２）と直接接触し、そのため、電磁石は、電磁石が活性化されたときに
、ＭＲ流体（４３０、４３２）を選択的に磁化し得る。ＭＲ流体（４３０、４３２）を磁
化するのに先立って、プランジャ（４２２、４２４）は、シリンダ（４２６、４２８）内
を並進し、それによって関節運動セクション（１３０）を屈曲させ、それによって外部シ
ース（３２）に対してエンドエフェクタ（４０）を撓曲させるように動作可能である。し
かしながら、ＭＲ流体（４３０、４３２）が磁化されると、関節運動セクション（１３０
）に剛性を付与するために、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（
４０）の偶発的撓曲を防止するために、ＭＲ流体（４３０、４３２）はシリンダ（４２６
、４２８）内で実質的に剛性となり、それによってプランジャ（４２２、４２４）の移動
を防止し、それによって関節運動バンド（１４０、１４２）の運動を防止する。ＭＲ流体
（４３０、４３２）が選択的に磁化され得る様々な好適な方式が、本明細書の教示を鑑み
ると当業者には明らかとなろう。
【００８７】
　Ｍ．例示的な補剛摩擦機構
　図４６は、一対の例示的な代替の関節運動バンド（４４０、４４２）を有する、上述し
た器具（１０）のシャフトアセンブリ（３０）の修正版を示す。以下で更に詳細に説明す
るように、関節運動バンド（４４０、４４２）は、関節運動セクション（１３０）に剛性
を付与するように、かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の
偶発的撓曲を防止するように機能し得る。各関節運動バンド（４４０、４４２）は、関節
運動バンド（４４０、４４２）の対向する側面から外向きに突出する複数の歯（４４４、
４４６）を備える。外部シース（３２）の内表面は、外部シース（３２）の内表面の対向
する側から内向きに突出する２組の歯（４５０、４５２）を備える。関節運動バンド（４
４０、４４２）の歯（４４４、４４６）は、外部シース（３２）の歯（４５０、４５２）
と係合し、それによって関節運動バンド（４４０、４４２）の長手方向の並進を制限する
ように構成されている。関節運動バンド（４４０、４４２）の長手方向の並進を制限する
ことは、結果として、関節運動セクション（１３０）の関節運動を制限することになる。
したがって、関節運動バンド（４４０、４４２）の歯（４４４、４４６）と外部シース（
３２）の歯（４５０、４５２）との間の係合の程度に基づいて、歯（４４４、４４６、４
５０、４５２）は、関節運動セクション（１３０）の作動を単純に制限するように、又は
関節運動セクション（１３０）を関節運動させるためにより小さい若しくはより大きい力
を必要とすることによって、関節運動セクション（１３０）の作動を実質的に制限するよ
うに機能し得ることを理解されたい。
【００８８】
　いくつかの変形例では、関節運動バンド（４４０、４４２）は、内向き構成と外向き構
成との間で横方向に推移するように構成されている。関節運動バンド（４４０、４４２）
が内向き構成にあるとき、歯（４４４、４４６）は歯（４５０、４５２）から係合解除さ
れ、関節運動バンド（４４０、４４２）が自在に並進すること（例えば、関節運動セクシ
ョン（１３０）の関節運動を自在に駆動すること）が可能となる。関節運動バンド（４４
０、４４２）が外向き構成にあるとき、歯（４４４、４４６）は、関節運動バンド（４４
０、４４２）が並進するのを防止するのに十分な力を有して、歯（４５０、４５２）と係
合される。関節運動バンド（４４０、４４２）が並進するのを強固に防止された状態で、
関節運動セクション（１３０）は効率的に剛化される。関節運動バンド（４４０、４４２
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）が内向き構成と外向き構成との間で選択的に推移され得る様々な好適な方式が、本明細
書の教示を鑑みると当業者には明らかとなろう。
【００８９】
　いくつかの他の変形例では、関節運動バンド（４４０、４４２）は外向きに弾性的に付
勢され、その結果、歯（４４４、４４６）が付勢されて歯（４５０、４５２）との係合に
至る。歯（４４４、４４６）は依然として歯（４５０、４５２）と係合しているが、歯（
４４４、４４６）は、関節運動バンド（４４０、４４２）が関節運動セクション（１３０
）の関節運動を駆動するように反対側に並進されると、ラチェット形式で歯（４５０、４
５２）に沿って摺動することが可能となる。関節運動バンド（４４０、４４２）が長手方
向に不動に保持されるとき、歯（４４４、４４６）と歯（４５０、４５２）との間の係合
は、関節運動セクション（１３０）がいかなる「遊び」を有することも阻止し、その結果
、歯（４４４、４４６）と歯（４５０、４５２）とは協働して関節運動セクション（１３
０）を効率的に剛化する。歯（４４４、４４６）及び歯（４５０、４５２）はこの例では
関節運動セクション（１３０）に対して近位側に配置され、それによって、歯（４４４、
４４６）及び歯（４５０、４５２）が関節運動セクション（１３０）から更に離れて配置
される場合に、そうでなければ剛化機能を失わせる許容差の積み重ねを最小限にすること
に留意されたい。
【００９０】
　Ｎ．例示的な「スマートマテリアル」関節運動バンド
　図４７Ａ及び４７Ｂは、一対の例示的な代替の関節運動バンド（４６０、４６２）を有
する、上述した器具（１０）のシャフトアセンブリ（３０）の修正版を示す。関節運動バ
ンド（４６０、４６２）は、関節運動バンド（４６０、４６２）に電流を供給するように
動作可能である電源（４６４）に連結される。本例の関節運動バンド（４６０、４６２）
は、「スマートマテリアル」（例えば、「マッスルワイヤ」形状記憶合金、電気活性ポリ
マーなど）を備える。印加される電流の非存在下では、そのような「スマートマテリアル
」は小さい力で伸長され得る。したがって、図４７Ｂに示すように、関節運動バンド（４
６０、４６２）に加えられる電流の非存在下では、関節運動バンド（４６０、４６２）は
容易に屈曲し、それによって関節運動セクション（１３０）を屈曲させて、外部シース（
３２）に対してエンドエフェクタ（４０）を撓曲させ得る。そのような「スマートマテリ
アル」に電流が加えられると、その材料は実質的に、より硬質となり、元の長さ（例えば
、電流が除かれたときの長さよりも短い長さ）に戻る。したがって、図４７Ａに示すよう
に、電源（４６４）が関節運動バンド（４６０、４６２）に電流を供給すると、関節運動
バンド（４６０、４６２）は、関節運動セクション（１３０）に剛性を付与するために、
かつ／又は外部シース（３２）に対するエンドエフェクタ（４０）の偶発的撓曲を防止す
るために、実質的に剛性となり、元の（例えばより短い）長さに戻る。関節運動バンド（
４６０、４６２）が電源（４６４）によって選択的に活性化され得る様々な好適な方式が
、本明細書の教示を鑑みると当業者には明らかとなろう。
【００９１】
　ＩＩＩ．例示的な組み合わせ
　以下の実施例は、本明細書の教示を組み合わせるか又は適用することができる様々な非
網羅的な方法に関する。以下の実施例は、本出願における又は本出願の後の出願における
いずれかの時点で提示され得るいずれの請求項の適用範囲をも限定することを目的とした
ものではない点が理解されるべきである。一切の放棄を意図するものではない。以下の実
施例は単なる例示の目的で与えられるものにすぎない。本明細書の様々な教示は、他の多
くの方法で構成及び適用が可能であると考えられる。また、いくつかの変形形態では、以
下の実施例において言及される特定の要素を省略してもよいことも考えられる。したがっ
て、本発明者によって、又は本発明者の継承者によって、後日、そうである旨が明示的に
示されない限り、以下に言及される態様又は要素のいずれも重要なものとしてみなされる
べきではない。以下に言及される要素以外の更なる要素を含む請求項が本出願において、
又は本出願に関連する後の出願において示される場合、これらの更なる要素は、特許性に
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関連するいずれかの理由によって追加されたものとして仮定されるべきではない。
【実施例】
【００９２】
　（実施例１）
　組織上で操作するための装置であって、（ａ）本体アセンブリと、（ｂ）シャフトアセ
ンブリであって、本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向軸を規定するシャフトアセ
ンブリと、（ｃ）エンドエフェクタであって、シャフトアセンブリの遠位端部に位置する
エンドエフェクタと、（ｄ）シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであっ
て、屈曲し、それによってエンドエフェクタを長手方向軸から撓曲させるように動作可能
である関節運動セクションと、（ｅ）関節運動セクションを選択的に剛化させるように動
作可能である剛化部材と、を備える装置。
【００９３】
　（実施例２）
　剛化部材は、シャフトアセンブリ及び関節運動セクションの一部分の周りに摺動可能に
配設された崩壊式及び展開式管を備える、実施例１又は以下の実施例のうちのいずれかに
記載の装置。
【００９４】
　（実施例３）
　剛化部材は、シャフトアセンブリ及び関節運動セクションの一部分の周りに配設された
膨張式及び収縮式バルーンを備える、前述の又は後述の実施例のうちのいずれかに記載の
装置。
【００９５】
　（実施例４）
　シャフトアセンブリは、互いに枢動可能にリンクされた複数の連結器を備え、剛化部材
は、複数の連結器と選択的に係合し、それによって関節運動セクションを剛化するように
構成されている、前述又は後述の実施例のうちのいずれかに記載の装置。
【００９６】
　（実施例５）
　剛化部材は、複数の連結器と選択的に係合するように構成された展開式及び圧縮式アコ
ーディオン様剛化部材を含む、請求項４に記載の装置。
【００９７】
　（実施例６）
　剛化部材は、複数の連結器と選択的に係合するように構成された複数のペグを備える、
請求項４に記載の装置。
【００９８】
　（実施例７）
　剛化部材は、少なくとも１つの可撓性部材によって互いにリンクされた複数のフランジ
を備える、前述又は後述の実施例のうちのいずれかに記載の装置。
【００９９】
　（実施例８）
　複数のフランジのうちの各フランジは矩形の横断面形状を備える、実施例７に記載の装
置。
【０１００】
　（実施例９）
　剛化部材は、シャフトアセンブリ及び関節運動セクションの一部分の周りに摺動可能に
配設された剛化スリーブ部材を含む、前述の又は後述の実施例のうちのいずれかに記載の
装置。
【０１０１】
　（実施例１０）
　剛化スリーブ部材は複数の突出部を備え、複数の突出部は、関節運動セクションの少な
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くとも一部分と選択的に係合し、それによって関節運動セクションを剛化するように構成
されている、実施例９に記載の装置。
【０１０２】
　（実施例１１）
　剛化部材は、少なくとも１つの可撓性部材によって互いにリンクされた複数のＣチャネ
ル部材を含む、前述又は後述の実施例のうちのいずれかに記載の装置。
【０１０３】
　（実施例１２）
　複数のＣチャネル部材は、関節運動セクションの少なくとも一部分と選択的に係合し、
それによって関節運動セクションを剛化するように構成されている、実施例１１に記載の
装置。
【０１０４】
　（実施例１３）
　剛化部材は、関節運動セクションの少なくとも一部分の周りに選択的に連結可能な剛化
クリップ部材を含む、前述の又は後述の実施例のうちのいずれかに記載の装置。
【０１０５】
　（実施例１４）
　剛化部材は少なくとも１対の重なり合う関節運動バンドを含み、複数の構造バンドのう
ちの各関節運動バンドは複数の弱点を備え、重なり合う関節運動バンドは互いに対して移
動可能であって、選択的に弱点を整列させるか又は弱点をずらし、それによって剛化部材
に可撓性又は剛性を付与する、前述又は後述の実施例のうちのいずれかに記載の装置。
【０１０６】
　（実施例１５）
　剛化部材は磁気レオロジー流体を含む、前述又は後述の実施例のいずれかに記載の装置
。
【０１０７】
　（実施例１６）
　剛化部材は弁アセンブリを備える、実施例１５に記載の装置。
【０１０８】
　（実施例１７）
　剛化部材は、スマートマテリアルから構成された少なくとも１つの関節運動バンドを含
み、スマートマテリアルは、スマートマテリアルへの電流の印加に応じて長さが変化する
ように構成されている、前述又は後述の実施例のうちのいずれかに記載の装置。
【０１０９】
　（実施例１８）
　組織上で手術するための装置であって、（ａ）本体アセンブリと、（ｂ）シャフトアセ
ンブリであって、本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向軸を規定するシャフトアセ
ンブリと、（ｃ）エンドエフェクタであって、シャフトアセンブリの遠位端部に位置する
エンドエフェクタと、（ｄ）シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであっ
て、屈曲し、それによってエンドエフェクタを長手方向軸から撓曲させるように動作可能
である関節運動セクションと、（ｅ）関節運動セクションの少なくとも一部分と選択的に
係合し、それによって関節運動セクションを選択的に剛化させるように動作可能である剛
化部材と、を備える装置。
【０１１０】
　（実施例１９）
　関節運動セクションは複数の保持カラーを備え、剛化部材は、関節運動セクションの保
持カラーと選択的に係合し、それによって関節運動セクションを剛化するように動作可能
である、実施例１８に記載の装置。
【０１１１】
　（実施例２０）
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　組織上で手術するための装置であって、（ａ）本体アセンブリと、（ｂ）シャフトアセ
ンブリであって、本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向軸を規定するシャフトアセ
ンブリと、（ｃ）エンドエフェクタであって、シャフトアセンブリの遠位端部に位置する
エンドエフェクタと、（ｄ）シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであっ
て、屈曲し、それによってエンドエフェクタを長手方向軸から撓曲させるように動作可能
である関節運動セクションと、（ｅ）第１の位置と第２の位置との間で移動可能である剛
化部材であって、関節運動セクションは、剛化部材が第１の位置にある状態で、屈曲し、
それによって長手方向軸からエンドエフェクタを撓曲させるように動作可能であり、剛化
部材は、剛化部材が第２の位置にある状態で、関節運動セクションの可撓性を制限するこ
とによってエンドエフェクタの撓曲を制限するように動作可能である、剛化部材と、を備
える装置。
【０１１２】
　ＩＶ．その他
　明細書に記載される器具のいずれの変形形態も、本明細書で上述されるものに加えて、
又はそれらの代わりに、種々の他の特徴を含み得ることを理解されたい。あくまで一例と
して、本明細書で説明する器具のどれもが、本明細書において、参照することにより組み
込まれる様々な参考文献のいずれかで開示される種々の特徴の１つ以上を含むこともでき
る。本明細書の教示は、本明細書の教示は、本明細書にある他の引用文献のいずれかに記
載される器具のいずれにも容易に適用され得、そのため、本明細書の教示は、本明細書の
引用文献のいずれかの教示と多くの方法で容易に組み合わせ得ることも理解されよう。更
に、当業者は、本明細書の様々な教示が電気外科用器具、ステープル留め器具、及び他の
種類の外科用器具に容易に適用され得ることを認識するであろう。本明細書の教示が組み
込まれ得る他の種類の器具が、当業者には明らかとなるであろう。
【０１１３】
　本明細書に参照により組み込まれると言及されるいかなる特許、刊行物、又はその他の
開示内容も、全体的に又は部分的に、組み込まれた内容が現行の定義、見解、又は本開示
に記載されるその他の開示内容とあくまで矛盾しない範囲でのみ本明細書に組み込まれる
ことを認識されたい。それ自体、また必要な範囲で、本明細書に明瞭に記載される開示内
容は、参照により本明細書に組み込まれるいかなる矛盾する記載にも優先するものとする
。参照により本明細書に組み込まれるものとするが、既存の定義、見解、又は本明細書に
記載される他の開示文献と矛盾する任意の文献、又はそれらの一部は、援用文献と既存の
開示内容との間に矛盾が生じない範囲においてのみ組み込まれるものとする。
【０１１４】
　上述の装置の変形形態は、医療専門家によって行われる従来の治療及び処置での用途だ
けでなく、ロボット支援された治療及び処置での用途も有し得る。あくまでも一例として
、本明細書の様々な教示は、ロボット外科システム、例えばＩｎｔｕｉｔｉｖｅ　Ｓｕｒ
ｇｉｃａｌ，Ｉｎｃ．（Ｓｕｎｎｙｖａｌｅ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）によるＤＡＶＩＮ
ＣＩ（商標）システムに容易に組み込まれ得る。同様に、当業者には明らかとなることで
あるが、本明細書の様々な教示は、その開示が、参照することにより本明細書に組み込ま
れる２００４年８月３１日公開の「Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｏｏｌ　ｗｉ
ｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｕｎｄ　Ｃａｕｔｅｒｉｚｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｕｔｔｉｎｇ　Ｉｎ
ｓｔｒｕｍｅｎｔ」という名称の米国特許第６，７８３，５２４号の様々な教示と容易に
組み合わされ得る。
【０１１５】
　上述の変形形態は、１回の使用後に廃棄されるように設計されてもよいし、複数回使用
されるように設計されてもよい。いずれか又は両方の場合において、変形形態は、少なく
とも１回の使用後に再利用のために再調整され得る。再調整は、装置の分解工程、それに
続く特定の部品の洗浄又は交換工程、及びその後の再組立て工程の任意の組み合わせを含
み得る。特に、装置のいくつかの変形形態は分解することができ、また、装置の任意の数
の特定の部材又は部品を、任意の組み合わせで選択的に交換するか又は取り外すことがで
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きる。特定の部品の洗浄及び／又は交換に際して、装置の特定の変形形態は、再調整用の
施設において、又は手術の直前に使用者により再組み立てして、その後の使用に供するこ
とができる。当業者であれば、装置の再調整において、分解、洗浄／交換、及び再組み立
てのための様々な技術を使用できる点を認識するであろう。かかる技術の使用、及び結果
として得られる再調整された装置は、全て本出願の範囲内にある。
【０１１６】
　あくまで一例として、本明細書に記載される変形形態は、手術の前及び／又は後に滅菌
されてもよい。１つの滅菌法では、装置をプラスチック製又はＴＹＶＥＫ製のバックなど
の閉鎖及び密封された容器に入れる。次いで、容器及び装置を、γ線、Ｘ線、又は高エネ
ルギー電子線などの、容器を透過し得る放射線場に置くことができる。放射線は、装置上
及び容器内の細菌を死滅させることができる。この後、滅菌された装置を、後の使用のた
めに、滅菌容器中で保管することができる。装置はまた、β線若しくはγ線、エチレンオ
キシド、又は水蒸気が挙げられるがこれらに限定されない、当該技術分野で既知の任意の
他の技術を用いて滅菌され得る。
【０１１７】
　以上、本発明の様々な実施形態を図示及び説明したが、本発明の範囲から逸脱すること
なく、当業者による適切な改変により、本明細書に記載される方法及びシステムの更なる
適合化を実現することができる。そのような可能な改変のうちのいくつかについて述べた
が、他の改変も当業者には明らかとなるであろう。例えば、上記で論じた実施例、実施形
態、形状、材料、寸法、比率、工程などは例示的なものであって、必須のものではない。
したがって、本発明の範囲は、以下の特許請求の範囲の観点から考慮されるべきものであ
り、本明細書及び図面において図示され説明された構造及び動作の細部に限定されないも
のとして理解される。
【０１１８】
〔実施の態様〕
（１）　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
　（ｅ）前記関節運動セクションを選択的に剛化させるように動作可能である剛化部材と
、を備える装置。
（２）　前記剛化部材は、前記シャフトアセンブリ及び前記関節運動セクションの一部分
の周りに摺動可能に配設された崩壊式及び展開式管を備える、実施態様１に記載の装置。
（３）　前記剛化部材は、前記シャフトアセンブリ及び前記関節運動セクションの一部分
の周りに配設された膨張式及び収縮式バルーンを備える、実施態様１に記載の装置。
（４）　前記シャフトアセンブリは、互いに枢動可能にリンクされた複数の連結器を備え
、前記剛化部材は、前記複数の連結器と選択的に係合し、それによって前記関節運動セク
ションを剛化するように構成されている、実施態様１に記載の装置。
（５）　前記剛化部材は、前記複数の連結器と選択的に係合するように構成された展開式
及び圧縮式アコーディオン様剛化部材を含む、実施態様４に記載の装置。
【０１１９】
（６）　前記剛化部材は、前記複数の連結器と選択的に係合するように構成された複数の
ペグを備える、実施態様４に記載の装置。
（７）　前記剛化部材は、少なくとも１つの可撓性部材によって互いにリンクされた複数
のフランジを備える、実施態様１に記載の装置。
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（８）　前記複数のフランジのうちの各フランジは矩形の横断面形状を備える、実施態様
７に記載の装置。
（９）　前記剛化部材は、前記シャフトアセンブリ及び前記関節運動セクションの一部分
の周りに摺動可能に配設された剛化スリーブ部材を含む、実施態様１に記載の装置。
（１０）　前記剛化スリーブ部材は複数の突出部を備え、前記複数の突出部は、前記関節
運動セクションの少なくとも一部分と選択的に係合し、それによって前記関節運動セクシ
ョンを剛化するように構成されている、実施態様９に記載の装置。
【０１２０】
（１１）　前記剛化部材は、少なくとも１つの可撓性部材によって互いにリンクされた複
数のＣチャネル部材を含む、実施態様１に記載の装置。
（１２）　前記複数のＣチャネル部材は、前記関節運動セクションの少なくとも一部分と
選択的に係合し、それによって前記関節運動セクションを剛化するように構成されている
、実施態様１１に記載の装置。
（１３）　前記剛化部材は、前記関節運動セクションの少なくとも一部分の周りに選択的
に連結可能な剛化クリップ部材を含む、実施態様１に記載の装置。
（１４）　前記剛化部材は少なくとも１対の重なり合う関節運動バンドを含み、前記複数
の構造バンドのうちの各関節運動バンドは複数の弱点を備え、前記重なり合う関節運動バ
ンドは互いに対して移動可能であって、選択的に前記弱点を整列させるか又は前記弱点を
ずらし、それによって前記剛化部材に可撓性又は剛性を付与する、実施態様１に記載の装
置。
（１５）　前記剛化部材は磁気レオロジー流体を含む、実施態様１に記載の装置。
【０１２１】
（１６）　前記剛化部材は弁アセンブリを含む、実施態様１５に記載の装置。
（１７）　前記剛化部材は、スマートマテリアルから構成された少なくとも１つの関節運
動バンドを含み、前記スマートマテリアルは、前記スマートマテリアルへの電流の印加に
応じて長さが変化するように構成されている、実施態様１に記載の装置。
（１８）　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
　（ｅ）前記関節運動セクションの少なくとも一部分と選択的に係合し、それによって前
記関節運動セクションを選択的に剛化させるように動作可能である剛化部材と、を備える
装置。
（１９）　前記関節運動セクションは複数の保持カラーを備え、前記剛化部材は、前記関
節運動セクションの前記保持カラーと選択的に係合し、それによって前記関節運動セクシ
ョンを剛化するように動作可能である、実施態様１８に記載の装置。
（２０）　組織上で手術するための装置であって、
　（ａ）本体アセンブリと、
　（ｂ）シャフトアセンブリであって、前記本体アセンブリから遠位側に延び、長手方向
軸を規定するシャフトアセンブリと、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、前記シャフトアセンブリの遠位端部に位置するエン
ドエフェクタと、
　（ｄ）前記シャフトアセンブリと連結される関節運動セクションであって、屈曲し、そ
れによって前記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能である
関節運動セクションと、
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　（ｅ）第１の位置と第２の位置との間で移動可能である剛化部材であって、前記関節運
動セクションは、前記剛化部材が前記第１の位置にある状態で、屈曲し、それによって前
記長手方向軸から前記エンドエフェクタを撓曲させるように動作可能であり、前記剛化部
材は、前記剛化部材が前記第２の位置にある状態で、前記関節運動セクションの可撓性を
制限することによって前記エンドエフェクタの撓曲を制限するように動作可能である、剛
化部材と、を備える装置。
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